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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第59期 第60期 第61期 第62期 第63期

決算年月 2020年３月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月

売上高 （千円） 9,531,038 8,100,276 9,524,936 9,656,612 9,040,349

経常利益 （千円） 2,231,541 1,712,427 2,156,439 2,131,627 1,908,774

親会社株主に帰属する当期純利

益
（千円） 1,545,724 1,214,273 1,522,553 1,475,202 1,320,319

包括利益 （千円） 1,539,791 1,202,429 1,549,193 1,524,802 1,348,822

純資産額 （千円） 14,498,001 15,326,320 16,165,964 17,200,618 17,729,214

総資産額 （千円） 16,017,798 16,936,283 17,874,187 18,857,636 19,241,498

１株当たり純資産額 （円） 574.81 605.44 640.58 680.51 705.25

１株当たり当期純利益 （円） 61.81 48.55 60.89 59.16 53.03

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益
（円） 61.53 48.20 60.38 58.64 52.59

自己資本比率 （％） 89.7 89.4 89.2 90.1 91.1

自己資本利益率 （％） 11.1 8.2 9.8 9.0 7.7

株価収益率 （倍） 19.69 34.33 23.81 17.60 18.57

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 1,908,833 2,526,121 2,261,481 1,614,354 1,834,573

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △1,769,857 △187,253 △348,860 △1,137,251 △575,247

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △562,560 △438,380 △763,166 △560,861 △883,877

現金及び現金同等物の期末残高 （千円） 5,384,360 7,274,235 8,443,254 8,397,445 8,793,791

従業員数 （人） 338 339 348 352 350

　（注）１．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第61期の期首から適用してお

り、第61期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっておりま

す。

２．当社は、2021年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。第59期の期首に

当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当

たり当期純利益を算定しております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第59期 第60期 第61期 第62期 第63期

決算年月 2020年３月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月

売上高 （千円） 8,217,534 7,018,802 8,201,178 8,231,611 7,913,319

経常利益 （千円） 1,948,153 1,606,423 1,766,984 1,844,997 1,735,234

当期純利益 （千円） 1,406,826 1,170,829 1,278,064 1,331,715 1,256,583

資本金 （千円） 442,900 444,372 455,330 455,330 455,330

発行済株式総数 （株） 12,504,000 12,505,627 25,035,034 25,035,034 25,035,034

純資産額 （千円） 12,557,583 13,356,139 13,925,431 14,768,321 15,205,706

総資産額 （千円） 13,892,250 14,803,091 15,304,144 16,219,239 16,538,349

１株当たり純資産額 （円） 497.22 526.66 550.60 583.06 603.70

１株当たり配当額
（円）

45.00 35.00 22.50 22.50 27.50

（うち１株当たり中間配当額） (20.00) (10.00) (10.00) (10.00) (15.00)

１株当たり当期純利益 （円） 56.26 46.82 51.12 53.40 50.47

潜在株式調整後１株当たり当期
純利益

（円） 56.00 46.48 50.69 52.94 50.05

自己資本比率 （％） 89.5 89.0 89.6 89.7 90.7

自己資本利益率 （％） 11.7 9.1 9.5 9.4 8.5

株価収益率 （倍） 21.63 35.61 28.36 19.49 19.52

配当性向 （％） 40.0 37.4 44.0 42.1 54.5

従業員数 （人） 211 214 215 220 224

株主総利回り （％） 97.7 134.5 119.2 88.7 86.5

（比較指標：配当込みTOPIX） （％） (90.5) (128.6) (131.2) (138.8) (196.2)

最高株価 （円） 3,020 3,360 1,676 1,497 1,195

   ※1,761    

最低株価 （円） 1,800 2,138 1,339 969 968

   ※1,650    

　（注）１．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第61期の期首から適用してお

り、第61期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっておりま

す。

２．当社は、2021年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。第59期の期首に

当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当

たり当期純利益を算定しております。

３．最高・最低株価は、2022年４月４日より東京証券取引所プライム市場におけるものであり、それ以前につい

ては東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

４．※印は株式分割（2021年４月１日付で１株を２株に分割）による権利落後の株価であります。

５．第63期の１株当たり配当額27円50銭は、創業70周年記念配当２円50銭を含んでおります。
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２【沿革】

年月 事項

1954年12月 切削工具及び関連機械の製造を目的として日進工具製作所創業

1961年９月 東京都品川区に(有)日進工具製作所設立

1969年12月 現在の本社所在地に工場（本社工場）を新設

1973年２月 本社工場（２・３階）を増床。併せて機械設備を増設

1978年３月 大阪営業所開設

1979年12月 (株)日進工具製作所に組織変更

1982年７月 本社工場の近隣に品川工場を新設

1984年４月 名古屋営業所開設

1985年５月 本社工場に隣接した建物を賃借しＮＣ工場を新設

1988年９月 長野営業所開設

1989年４月 藤沢工場を新設し、３生産拠点体制を確立

1990年11月 連結子会社、(株)ジーテックを設立

1991年９月 日進工具(株)に商号変更

1993年11月 仙台工場第１期工事（250坪）完成

1994年11月 仙台工場第２期工事（210坪）完成。ロロマティック社製ＣＮＣ切削機械導入（日本初）

1998年１月 仙台工場第３期工事（300坪）完成。生産部門・開発部門を仙台工場に集約

1999年６月 (有)サトウツール（旧、(株)新潟日進）に資本参加

2001年２月 ＩＳＯ9001認証取得

2001年８月 仙台工場隣地に開発センターを開設。仙台営業所開設

2002年１月 (株)ジーテック、(有)サトウツール（(株)新潟日進）を完全子会社化

2003年３月 ＩＳＯ9001の2000年版へ移行

2003年11月 仙台第二工場新設

2004年１月 ＩＳＯ14001認証取得

2004年11月 日本証券業協会に株式を店頭登録

2004年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場

2005年５月 株式分割（１：２）　発行済株式数　1,513,000株

2005年11月 公募増資　50,000株　発行済株式数　1,563,000株（資本金　442,900千円）

2006年12月 仙台工場第４期工事（630坪）完成。仙台第二工場を仙台工場に集約

2007年７月 日進工具第二ビル新築

2008年６月 本社、東京営業所が新南大井ビル５階へ移転

2009年４月 非連結子会社、(株)日進エンジニアリングを設立（現・連結子会社）

2009年５月 加工センター新設

2010年４月 ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱに上場

2011年４月 (株)牧野工業の全株式を取得し、完全子会社化

2011年８月

2012年10月

仙台倉庫を取得

株式分割（１：２）　発行済株式数　3,126,000株

2013年１月 海外子会社、日進工具香港有限公司（NS TOOL HONG KONG LIMITED）設立

2013年７月 東京証券取引所と大阪証券取引所の統合に伴い、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）に

上場

2014年10月 株式分割（１：２）　発行済株式数　6,252,000株

2016年３月 仙台工場第５期工事（400坪）完成

2016年４月 (株)日進エンジニアリングが(株)新潟日進を吸収合併

2017年１月 株式分割（１：２）　発行済株式数　12,504,000株

2017年３月 東京証券取引所市場第二部へ市場変更

2017年９月 東京証券取引所市場第一部銘柄に指定

2018年11月 本社、東京営業所が住友不動産大井町駅前ビル６階へ移転

2020年３月 新開発センター稼働

2020年８月 仙台在庫センター開設

2021年４月 株式分割（１：２）　発行済株式数　25,011,254株

2021年11月 海外子会社、NS TOOL USA,INC.設立

2022年４月 東京証券取引所の市場区分の見直しにより、東京証券取引所の市場第一部からプライム市場に移行
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３【事業の内容】

当社グループは、当社及び連結子会社５社の６社で構成されており、マシニングセンタ（工作機械）に取り付けて

金属等の加工を行う切削工具「エンドミル」の製造・販売を中心に事業を行っております。特色としましては、エン

ドミルの中でも超硬素材でかつ小径（刃径６mm以下）サイズの製品に注力しており、取扱高（金額ベース）の約７割

を占めております。

当社グループでは、製品の製造様式、製品の市場及び顧客を系統的に区分した製品部門別に戦略を構築し、事業活

動を展開しております。したがって、当社グループは製品部門別のセグメントから構成されており、「エンドミル関

連」と「その他」の２つを事業セグメントとしております。「エンドミル関連」は当社グループが営む主力の事業で

あり、超硬小径エンドミルを中心とした切削工具の製造販売にかかる事業であります。また、「その他」は工具ケー

スを中心としたプラスチック成形品の製造販売にかかる事業等であります。なお、「エンドミル関連」は、製品のサ

イズ等により、エンドミル（６mm以下）、エンドミル（６mm超）、エンドミル（その他）に区分しております。

なお、「その他」の事業セグメントの売上高、利益又は損失の額及び資産の金額がいずれもすべての事業セグメン

トの合計額の10％未満であるため、報告セグメントを１つとしております。

 

(1）当社

当社は、超硬小径エンドミルを中心とした切削工具を生産し、代理店及び連結子会社である株式会社ジーテッ

ク、日進工具香港有限公司、NS TOOL USA,INC.に販売しております。

 

(2）子会社

株式会社ジーテックは、製品の販売及び一部再加工を行っております。

日進工具香港有限公司は、中国地区での製品の販売を行っております。

NS TOOL USA,INC.は、米国での製品の販売を行っております。

株式会社牧野工業は、工具ケースを中心としたプラスチック成形品の製造・販売を行っております。

株式会社日進エンジニアリングは、当社の加工委託先であります。

 

事業の系統図は次のとおりであります。（2024年３月31日現在）
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業の内容
議決権の所有
割合（％）

関係内容

（連結子会社）      

株式会社ジーテック 東京都品川区 20,000 切削工具の販売 100
当社の製品を主に販
売しております。

株式会社牧野工業 福島県白河市 30,000
プラスチックケー
スの製造販売

100 工具ケースの仕入

株式会社日進エンジ
ニアリング

宮城県黒川郡
大和町

20,000
切削工具の加工、
再研磨

100
工具コーティング加
工・再研磨、切削工
具製造

日進工具香港有限公
司

中華人民共和国
香港特別行政区

500
（千香港ドル）

切削工具の販売 100 切削工具販売

NS TOOL USA,INC.
アメリカ合衆国
ミシガン州

700
（千米ドル）

切削工具の販売 100 切削工具販売

　（注）１．株式会社ジーテック、株式会社日進エンジニアリング、日進工具香港有限公司及びNS TOOL USA,INC.は特定
子会社に該当しております。

２．株式会社ジーテックについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割
合が10％を超えております。
（主要な損益情報等）
(1）売上高 1,609,349千円

(2）経常利益 14,523千円

(3）当期純利益 9,910千円

(4）純資産額 755,356千円

(5）総資産額 942,436千円

３．日進工具香港有限公司については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める
割合が10％を超えております。
（主要な損益情報等）
(1）売上高 1,054,255千円

(2）経常損失 △2,459千円

(3）当期純損失 △2,640千円

(4）純資産額 336,364千円

(5）総資産額 430,546千円

 

５【従業員の状況】
(1）連結会社の状況

 2024年３月31日現在

部門の名称 従業員数（人）

営業部門 84

製造部門 183

開発部門 32

管理部門 51

合計 350

　（注）１．従業員数は、就業人員を記載しております。
２．報告セグメントが１つであるため、部門別の従業員数を記載しております。
 

(2）提出会社の状況
   2024年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

224 38.0 13.0 6,318,714

 

部門の名称 従業員数（人）

営業部門 68

製造部門 106

開発部門 27

管理部門 23

合計 224

（注）１．従業員数は、就業人員（子会社への出向者を除く）を記載しております。
２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。
３．報告セグメントが１つであるため、部門別の従業員数を記載しております。
 

(3）労働組合の状況
当社グループの労働組合は、ＵＡゼンセン日進工具労働組合と称し、2007年２月に結成されました。提出会社の

仙台工場に同組合本部が置かれております。なお、労使関係は安定しております。

 

(4）管理職に占める女性従業員の割合、男性従業員の育児休業取得率及び従業員の男女の賃金の差異

提出会社
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当事業年度

補足説明
管理職に占め
る女性従業員
の割合（％）
 （注）１．

男性従業員の
育児休業取得
率（％）
 （注）２．

従業員の男女の賃金の差異（％）
（注）１．

全従業員
正規雇用従業
員

パート・有期
従業員

3.4 37.5 76.1 78.0 60.4  

（注）１．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出したも

のであります。

２．「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の

規定に基づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則」

（平成３年労働省令第25号）第71条の４第１号における育児休業等の取得割合を算出したものでありま

す。

３．連結子会社は、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）及び「育児

休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の規定に

よる公表義務の対象ではないため、記載を省略しております。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】
当社グループの経営方針、経営環境及び対処すべき課題等は、以下のとおりであります。
なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1）会社の経営の基本方針
当社グループは「SOFT（技術）・HARD（機械）・HEART（心）を創ります。人と地球に優しい製品を開発し社会

に貢献します」の経営理念のもと、生産性の向上に役立つ切削工具等の開発・製造・販売に携わってまいりまし
た。また、ブランドステートメントとして“「つくる」の先をつくる”を掲げ、お客様や社会のニーズに応える高
付加価値製品を生み出し、モノづくりの夢と可能性を切り拓くことを経営の基本方針といたしております。
また、当社グループは、社会との共存と自社の持続可能性を同期させた「サステナビリティ基本方針」を策定し

ております。自社グループの中長期的課題と向き合い、社会と共生しつつ企業としての持続的成長を維持継続する
ため、超硬小径エンドミルを中心に「人と地球にやさしい高付加価値製品を、最小限の資源でつくり、環境負荷の
低減に努める」ことで、精密・微細加工用工具分野で圧倒的な№１企業を目指します。
 

(2）中長期的な会社の経営戦略
当社グループの持続的成長と社会との共存を実現するため、当社の各部門とグループ企業体が互いに連携し、製

品開発サイクルの好循環をつくり出すことで、高付加価値製品の継続的な創造、提供の実現を図ります。
 

 
上記目的達成のため、開発・生産・販売の各部門においては、下記戦略を実施してまいります。

 

①　開発部門

新製品開発では、当社グループの強みである既存製品群の更なる品揃えの充実を図るとともに、他社との「違

い」を意識したユニークな製品の開発を目指します。新たな素材を使った工具の開発や、新たな工具の加工方法

やコーティング技術の改良を推進するとともに、WebやSNSを活用して社内外における製品開発に関わる情報の収

集と共有化を図り、販売店やユーザー様に支持される製品を開発してまいります。また、生産技術開発では、次

世代加工技術への取り組みによる既存技術の革新を基本方針として、自社開発工具研削盤の更なる機能向上や画

像処理技術による自動測定の範囲拡大を図ります。

②　生産部門

仙台工場で策定した「ものづくり行動指針」を生産活動の基本としつつ、自社開発機による自動化ラインの増

強、自動化範囲の拡大等により無人化・省力化を引き続き推進し、高性能（高精度、高能率、多機能、長寿命）

でバラツキのない、かつ価格競争力のある高付加価値製品を安定的に供給できる体制を深化させてゆきます。ま

た、品質改善のための小集団改善活動「オレンジFC活動」（FCはFuture Challenge）を一段と強化してまいりま

す。また、子会社工場での生産による小径エンドミル生産体制のリスク分散推進や、効率的かつ環境に配慮した

生産活動を推進するため電力使用量の削減等を引き続き進めてまいります。
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③　販売部門

国内販売は、製品の拡販を図るための仕組みづくりに再度注力し、ユーザー様に、タイムリーかつ効率的に全

製品をお届けするための販売網の整備や在庫の充実を図りつつ、販売店に配慮した施策の展開を行うほか、ユー

ザー様に対してはフリーダイヤルやオンラインを通じた技術サポートサービスの強化に加え、デジタル技術を活

用し、リリース済のWEBサービス「NS Connect」や情報サイト「オウンドメディア」等を活用した製品情報の提

供や、データ分析を進めてまいります。また、海外では地域別戦略に基づき、地域特性に合わせたアプローチに

より精密・微細加工市場の開拓、拡大を目指し活動してまいります。
 

(3）経営環境について

当社グループの主力製品である超硬エンドミルは、切削工具の一種で、工作機械に取り付け、主に金型や各種部

品の製作といった金属等の加工に使用されます。それらの金型や部品は様々な工業製品に用いられることから、当

社グループの業績はそれら工業製品の生産動向に大きく影響されます。当社は刃径６mm以下の小径エンドミルに特

化しており、自動車、半導体、電子部品、光学機器、日用品、医療機器等、多くの産業に製品を供給しておりま

す。

当社グループを取り巻く現在の経営環境としましては、経済活動の正常化がさらに進む一方で、円安傾向の継続

やエネルギー価格の高止まり、中東やウクライナをめぐる不安定な世界情勢、中国経済の減速等、景気への影響が

懸念されます。また、原材料や人件費、電力費など様々なコストの上昇も引き続き不安材料とされております。

このような環境の中、主要需要先の動向といたしましては、自動車関連は、供給制約の解消により生産台数の回

復が本格化すると見込まれます。補助金の削減等により世界的な電気自動車（EV）シフトの急速な高まりは一段落

する一方で、ハイブリッド自動車（HV）や燃料電池自動車（FCV）の需要増加が予想されます。新モデルの開発等

による金型や部品向けの精密・微細加工へのニーズは今後も底堅く推移していくものと期待されます。半導体や電

子部品関連は、スマートフォンやPCの需要減退により低迷していましたが、在庫調整が一巡し、徐々に回復してい

くと見込まれます。生成AIを中心に、デジタルトランスフォーメーション（DX）は着実に拡大しており、通信や情

報、演算処理等はますます高度化が進むとみられます。将来的にはスマートフォンから波及した新たなデバイスの

開発も期待されることから、精密・微細加工への工具需要は今後も中期的に成長していくと想定されます。
 

(4）優先的に対処すべき事業上および財務上の課題

我が国のモノづくりが圧倒的な強みを発揮する精密・微細加工分野を、小径工具を使った切削加工技術の面か

ら支え続けてゆくことが、当社グループの使命であると認識しております。その使命を果たすため、ユーザー様

が安心して新たな加工にチャレンジできる、高性能で品質の安定した高付加価値製品を、販売店を通じ妥当な価

格で安定的に供給していくことが当社グループにとって最も大切であると考えております。

当社グループが対処すべき事業上の課題としましては、上記使命を踏まえ、内外の代理店、販売店を通じた販

売網の一段の充実を図りつつ、小径工具の分野で、他社との「違い」を意識したユニークな新製品を供給する一

方、標準品の圧倒的な品揃えと豊富な在庫を確保することで、小径工具市場でのプレゼンスを再度確立すること

に重点を置いて業務を推進してまいります。

当社グループが対処すべき財務上の課題としましては、ここ数年成長が鈍化し設備投資が伸び悩んだことか

ら、総資産に占める現預金の割合が増加し資産効率の悪化を招いており、これに対処するため足元は株主還元を

強化しておりますが、早期に成長軌道へ復帰することで増産や生産効率改善のための新規設備投資へ現預金を振

り向けることにより、資産効率を改善してまいる所存です。
 

(5）経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当社グループは、売上よりも利益を優先する経営を実行し、売上高経常利益率20％の確保を中長期的な目標とし

ております。当期の売上高経常利益率は21.1％、前期比1.0ポイント減ながら、目標は達成いたしました。2022年

11月に原価上昇の一部を転嫁すべく主力製品の値上げを実施し、当期はこの値上げ効果がフルに寄与し売上高総利

益率は前期比1.7ポイント改善しましたが、人件費や販売費の更なる増加による経費率の上昇がこれを上回る結果

となりました。次期につきましては、景気やインフレ動向の不透明感から販売や原価低減の見通しが困難な一方、

引き続き人件費上昇等による原価、費用の着実な値上がりが見込まれることから、売上高経常利益率は当期を2.6

ポイント下回る18.5％を予想しております。また、株主資本を効率的に活用する観点から自己資本利益率（ROE）

10％の確保も経営指標として重視しておりますが、当期は7.7％に止まっております。厳しい経営環境が続く中、

中期的な経営戦略と施策の推進により、高付加価値の創造と提供による利益成長機会を確保し、中期的に両指標の

達成を目指します。
 

(6）経営戦略の現状と見通し

「中長期的な会社の経営戦略」に記載の通り、製品開発では「違い」を意識した製品として５軸MC用の専用工

具、アルミ用ラジアスエンドミルやレンズ形状エンドミル等の開発を進めており、生産現場では自社製研削盤の改

善や測定技術の向上を図るとともに、自動化を推進してコストの低減を進め、販売部門ではユーザー様向けに「５

軸精密・微細加工セミナー」を複数回開催する等、内外での販売機会を最大限に捉え、多様な製品を滞りなくユー

ザー様にお届けする仕組みの充実を図っており、製品の安定供給につきましては、仙台在庫センター、東京本社、

香港子会社、米国子会社の４拠点から製品を供給する体制となっております。

今後の見通しにつきましては、情報通信技術の発展とともに精密・微細加工市場の着実な拡大が見込まれること

から、引き続き小径工具の製造販売に特化し、他社との「違い」を追求しつつ、市場と共に成長してゆくための施

策を、中期戦略に基づき策定し実行することで、持続的な利益成長を実現してまいります。
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(7）その他、会社の経営上重要な事項

①　内部管理体制の整備・運用状況

当社グループでは、社内規程や稟議制度を整備し、ルールに基づいた業務運営を実施しております。また、内

部統制報告制度への対応につきましては、常務取締役を委員長とする「内部統制委員会」を設置し、内部統制の

整備・運用の推進及びその評価、また監査法人により実施される内部統制監査への対応を行っております。

②　指名・報酬委員会の設置

当社グループでは、ガバナンス強化の観点から任意の指名・報酬委員会を設置しております。指名・報酬委員

会は独立社外取締役が過半を構成し、委員長は独立社外取締役から選任される諮問委員会であり、取締役等の候

補者の指名（監査等委員である取締役を除きます）や、取締役等の報酬（監査等委員である取締役を除きます）

について取締役会より諮問を受け、審議内容を答申することで、取締役会の独立性を高めるものであります。

③　資本コストや株価を意識した経営の実現に向けての対応

当社グループでは従前より自社の連結資本コストを8.6％程度と想定し、これを上回る資本効率を達成するた

め自己資本利益率（ROE）10％を経営目標としております。また、このROE目標達成のため、売上高経常利益率

20％を維持することをもう一つの経営目標として事業に取り組んでおります。

当期のROEは7.7％、売上高経常利益率は21.1％であり、次期業績予想では指標悪化が見込まれます。会社の中

期的課題については従前より総括し対策を行っておりますが、次の持続的成長に向け、再度課題を整理し全社一

丸でこれに取り組むべく対応してゆく予定であります。

④　その他

その他の取組みといたしましては、監査等委員による各部門長へのヒアリングの実施、内部監査部門による各

部門への内部監査の実施等を行っております。なお、内部監査につきましては、社長及び取締役会の両方へ報

告、答申等を行うデュアルレポーティング制度を採用しております。コンプライアンスにつきましては、コンプ

ライアンス担当役員を中心に推進を図っており、全社教育のテーマの一つとして従業員研修会や社内業務連絡で

取り上げることにより、社内での周知に努めております。また「コンプライアンス相談窓口」を設け、内部通報

制度の窓口といたしております。

 

２【サステナビリティに関する考え方及び取組】

当社グループのサステナビリティに関する考え方及び取組は、次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであり、その実現

を保証するものではありません。

 

(1）サステナビリティ基本方針とマテリアリティ

当社グループでは、社会と共存しつつ自社の持続的成長を目指す観点から、2021年11月に「サステナビリティ基

本方針」を策定し、併せて当社グループの持続的成長に不可欠な構成要素（マテリアリティ）と共に公表しており

ます。生産、開発、販売、管理の各部門が「サステナビリティ基本方針」に基づき「マテリアリティ」を取り込ん

だKPIを設定し、高付加価値製品の創造、提供のための好循環サイクルの確立を目指しております。

 

＜サステナビリティ基本方針＞

日進工具は、経営理念である「SOFT(技術)・HARD(機械)・HEART(心)を創ります。人と地球に優しい製品を開発

し、社会に貢献します。」を実践し、精密な小径エンドミルを全世界に向けて提供することにより、企業や技術

者のイノベーションを支えております。また、2004年にISO14000を認証取得し、環境配慮の重要性を自覚して

様々な取り組みを実践してまいりました。これからも日進工具グループは、人と社会と環境が調和した持続可能

な社会の発展に貢献してまいります。

 

サステナビリティ方針

小径エンドミルのリーディングカンパニーとして、

これまでにない高付加価値製品を提供することにより、

社会と共生し、持続的成長を目指します。

 

マテリアリティ

１．環境問題への対応 人と地球にやさしい製品を、最小限の資源でつくり、環境負荷の低減に努めます。

２．人権の尊重 企業活動において、人権を尊重し、行動します。

３．地域・社会への貢献 小径エンドミルの事業を通じて、地域・社会における公益的な活動を実践します。

４．従業員の働きがい すべての従業員に働きがいのある職場環境を提供します。

５．取引先とのパートナーシップ 取引先との相互理解を深め、公正な事業活動を通じて持続社会を目指します。

６．災害等の危機管理 いかなる状況でも安定した製品供給が可能な体制を構築します。
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(2）サステナビリティ推進体制

 
①　ガバナンス

当社グループでは、経営の実務的戦略を検討する会議体として、執行役員と部長、子会社社長から成る部門長

会議を設置し、この分科会としてサステナビリティ委員会を設置しております。サステナビリティ委員会は、気

候変動、人的資本を含むサステナビリティ全般について年２回以上検討を実施して取締役会へ報告し、取締役会

は報告内容を審議することでサステナビリティ体制の推進を図ります。サステナビリティに関する方針や決議内

容の有効性評価やその実施状況の監視は、内部統制委員会が行っております。また、人的資本への対応では、管

理職の人財評価を行う人事委員会や人事制度の見直しを行う人事制度構築委員会より、取締役会からの諮問に対

し答申を行い、公正な人事評価と人財育成、人財多様性の確保等に努めております。
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②　戦略

当社グループのサステナビリティ戦略は、自社の持続的成長と社会との共存に不可欠な要素として選定した６

つの「マテリアリティ」（環境、人権、地域・社会、従業員、取引先、災害等）の各項目を踏まえ、ISO規格

（品質及び環境マネジメントシステム）と連動した顧客アンケート（VOC）分析や自社グループのSWOT分析から

グループ全体の課題を抽出し、これを各部門や子会社毎の課題に分解し「マテリアリティKPI※」として具体的

な目標に落とし込んで策定しております。

※KPI＝Key Performance Indicator スケジュール化、数値化された重要な事業目標
 

③　リスク管理

当社グループのサステナビリティ推進管理は、基本的に各部門におけるISOマネジメントシステムとリンクし

ており、各部門、子会社が自身のKPI（「マテリアリティKPI」を含む）についてPDCAを行い、これをISO事務局

が取り纏めて毎月取締役会に報告を行っております。KPIの進捗状況については半年毎にISO事務局が総括を行

い、これを取締役会に報告しております。また主要KPIの進捗状況についてはサステナビリティ委員会でも適宜

モニタリングを行っております。

 

④　指標及び目標

主要な「マテリアリティKPI」と当期の進捗達成状況は以下の通りであります。

 

(3）環境問題（TCFDを含む）への対応状況

①　TCFDを含む環境問題のガバナンス、戦略、リスク管理

環境問題は当社グループにとって重要な課題の一つとしてマテリアリティ「1．環境への対応」を構成してお

り、この中で気候変動に関する問題につきましても、サステナビリティ委員会で年２回以上検討を行い取締役会

に報告しており、取締役会は必要に応じ議案の審議を行っております。

気候変動に関わる戦略策定のためのリスクの特定・評価につきましては、サステナビリティ委員会で、IPCCや

IEA等が公表している2℃シナリオ・4℃シナリオを考慮したそれぞれの世界観を参考に、特に２℃シナリオを中

心に当社グループにとってのリスクと機会の検討を行い、基本的な戦略策定作業を終了しております。

気候変動に関するリスク管理につきましては、上記戦略を踏まえ、サステナビリティ基本方針に基づく中期課

題やISOマネジメントシステム規格等を勘案し、各部門が気候変動対応を含めた「環境」に関わる課題解決の中

でマテリアリティKPIを策定し、他のマテリアリティに関するKPIと併せて社内でPDCAを行い、ISO 事務局から取

締役会に報告するほか、サステナビリティ委員会でもモニタリングを行っております。
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②　指標について

当社グループではGHGプロトコルスタンダードに基づいて、サプライチェーンを通じたスコープ１・２・３の

温室効果ガス排出量を算定しております。当社グループ全体での前期（2023年3月期）のスコープ１・２排出量

の合計は電力総使用量を前年同期比削減したにも拘わらず、排出係数の増加により前年同期比30トン増加し、

4,813トンとなりました。当社グループでは従前より電力使用量の削減目標を設定して省エネに取り組んでお

り、引き続きスコープ１・２の排出量削減に取り組んでまいります。

 

(4）人的資本に対する取り組み

①　人的資本に関するガバナンス、戦略、リスク管理について

当社グループは、持続的な成長実現のため、社是である「明るく、楽しく、創造をしよう」を主体的に実践

できる多様な人財の育成を経営上の重要課題と認識し、これを実現する体制として、社外取締役が加わった人

事委員会が管理職の人財評価を実施し、人事制度構築委員会によるレビューに基づき取締役会が人事制度の見

直しを行い、部門長会議（サステナビリティ委員会）が部門間の人財交流等について提言を行う仕組みを構築

しております。

人的資本充実のための戦略として、マテリアリティ「４．従業員の働きがい」を採択し、これに基づき「人

財育成方針」と「社内環境整備方針」を策定し、これに伴い「一般事業主行動計画」の見直しも実施致しまし

た。これらの基本方針に基づき、各部門で「従業員の働きがい」実現のため、「石川塾」による新入社員への

長期基礎研修の実施、中堅社員への技術研修の実施、多能工教育の推進等、具体的なプログラムが実施されて

いるほか、本社主導による外部コンサルタントを使った全従業員へのCSP集合研修や、管理職を対象とした

コーチング研修、個別面談の実施を進めております。

 

②　目標とする指標等について

マテリアリティKPIとして掲げている「くるみん」認定取得を目指すほか、「一般事業主行動計画」に掲げ

た目標として、①従業員個人単位の年次有給休暇取得率を30％以上とする、②子の看護・育児に使用できる休

暇制度を拡充する、③女性社員の比率を１％向上させる、が目標とする指標等であります。また、開示項目で

ある④女性管理職比率、⑤男性育休取得率、⑥男女間賃金格差、についても社内で一定の目標水準を設定して

おります。女性管理職比率につきましては、管理職補佐を含めた管理監督者の女性比率は着実に上昇してお

り、引き続き多様性を重視した人財登用を進めてまいります。
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３【事業等のリスク】
「有価証券報告書」に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が連結会社の財政状態、経

営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を及ぼす可能性があると認識している、当社グループの事業展開
上のリスク要因となる可能性のある主な事項と当社の取組状況について以下に記載しております。なお、本文中にお
ける将来に関する事項は、「有価証券報告書」提出日（2024年６月24日）現在において当社グループが判断したもの
であります。
(1）災害や新型感染症等の影響について

大規模な災害や新型感染症等の発生により、事業所や工場へのアクセスが制限されたり、従業員の出社が困難と
なった場合には、製品在庫の出荷が出来ず市場への製品供給が停滞する可能性や、生産体制に影響が出る可能性が
あります。
当社グループでは、かかる事態への対応として、社内規程を整備しチーム分けによる分散勤務体制や在宅勤務体

制を可能としているほか、製品在庫を仙台・東京・海外現法２社にて分散保有し、また新潟工場の生産能力増強に
より、仙台工場との分散生産体制を推進するなど、複合的な対策を講じております。

 
(2）生産・開発拠点の集中について

当社グループは、生産・開発拠点を宮城県の仙台北部中核工業団地内に集約することで、効率的な生産・開発体
制を構築し、製品の品質、精度、価格競争力等を高める一方、生産・開発拠点における震災対策の強化・徹底にも
注力してまいりました。また、前述の通り在庫の複数拠点での保有や新潟工場での生産拡充など、リスク分散のた
めの対策も並行して行ってまいりました。しかしながら、当該地域にて大地震等の災害が発生した場合には当社グ
ループの生産・開発体制全体が影響を受ける可能性があるほか、場合によっては市場への製品供給が滞る可能性が
あります。
当社グループでは特に仙台工場での地震対策に重点を置いて取り組んでおり、現場における日頃の対策の一段の

工夫、徹底に加えて、新開発センターで採用した「オールラウンド免震」機構など、新たな技術を取り込むこと
で、より高度な地震対策が可能となっております。この結果、2021年２月、2022年３月に東北地方で発生した震度
６強の地震に際しては、いずれも１両日で完全に生産復旧できており、一定の成果を生んでいると考えておりま
す。引き続き仙台地区での地震対策の充実と、在庫、生産拠点の分散による複合的な取り組みを推進してまいりま
す。
 

(3）小径エンドミルへの集中について
当社グループは超硬小径エンドミルの製造販売に経営資源を集中しております。超硬小径エンドミルは、主に電

子機器、民生機器、自動車部品等の精密金型製作や部品の精密・微細加工に広く使用されており、今後も様々な分
野で精密・微細加工技術を使った部材や金型の需要が大きく増加すると考えております。精密・微細加工の方法と
しては、超硬小径エンドミルを使った切削加工が一般的ですが、将来は他の素材を使った製品や新たな加工方法に
代替される可能性があり、この場合当社の事業に影響が出ることが予想されます。
素材につきましては、現時点で超硬素材に全面的に取って代わる素材の出現の可能性は低いと考えております

が、今後他の素材に代替される可能性はございます。
当社グループでは以前より、CBN（立方晶窒化ホウ素）やPCD（多結晶ダイヤモンド）といった超硬合金以外の素

材を使用した製品の開発・製造等も行っており、他の素材についても鋭意研究を進めております。
加工方法につきましては、ここ数年３Ｄプリンターの普及が進み、金属を積層焼結成形する加工機も出てきてお

り、またレーザー加工等、技術革新によりエンドミルを全く使用しない新たな精密・微細加工技術が開発される可
能性もございます。
当社グループでは、高性能（高精度、高能率、多機能、長寿命）でバラツキのない、環境にやさしい小径エンド

ミルを合理的な価格で提供していくことにより、エンドミルを使った精密・微細加工の優位性をアピールしてまい
ります。
 

(4）競合について
当社グループが事業展開している小径エンドミル市場では、国内大手の工具メーカーや超硬メーカーがその成長

性に着目して生産・販売体制を強化しており、また中国市場などでも、中国国内で製造された製品が徐々に出回っ
てきていることから、今後ますます競争が激化していくものと考えられます。
当社グループでは、小径エンドミルに経営資源を集中し、専用加工機の自社開発をはじめ、小径エンドミルに特

化した開発・生産・販売体制を強化、充実することにより、高付加価値製品を低コストで創造、提供する事業モデ
ルを構築できていると考えており、一段の体制強化を図ってまいります。
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(5）原材料の調達及び資源価格の上昇について
当社グループの主要製品である超硬エンドミルの主要素材は超硬合金であり、その主要成分となるタングステン

は国際市況商品で、供給量の８割強を中国が占めていることから、その価格は世界的な需給関係や産出国の思惑等
によって大きく影響を受けます。また超硬合金で結合剤として使用されるコバルトはスマートフォンや電気自動車
（EV)の電池にも使用されており、その需要拡大により需給逼迫が懸念されております。加えてタングステン、コ
バルトとも「紛争鉱物」として、以前より一部の生産地域において、その採掘過程での若年者労働や過酷労働によ
る人権蹂躙が問題となっている経緯があります。
当社グループにおきましては、まず原材料のトレーサビリティーを徹底し、調達先から証明書の提出や原料調達

方法の説明を受けるなどの方法により紛争鉱物の混入を排除しつつ、長期安定調達が可能な取引先を選んで材料の
調達を行っております。また昨今の資源価格上昇に伴う材料価格や電気代、運賃等の上昇に関しましては、生産工
程の効率化追求や製造経費の削減等、原価低減活動によりある程度までは自社でコスト上昇を吸収してまいりまし
たが、諸般の状況を考慮し、2022年11月に超硬製品の価格改定を実施しております。
 

(6）特定の仕入先・協力会社への依存について
当社グループは、超硬エンドミルの主要素材である超硬合金の大半を特定の仕入先より仕入れております。ま

た、超硬エンドミル生産の主要工程の一つであるコーティングにおきましては、内製化を進めているものの一部を
特定の協力会社に委託しております。これは、増産時の対応又は万が一のためのリスク対応等を狙いとするもので
あります。
当社グループと当該仕入先・協力会社とは、長年にわたり極めて緊密な関係にあり、今後ともこれまでの取引関

係を維持発展していく方針でありますが、災害や不測の事態によるサプライチェーンの混乱等に備えるため、安全
在庫の積み増しや、設備の増強による内製化比率の引き上げ等、製品の安定供給の観点から対策を講じておりま
す。
 

(7）製品の品質確保について
当社グループは、製造工程に自社開発専用機を投入し、独自の製造プロセスを創りあげることにより、当社特有

の生産体制を構築し、この結果高性能でバラツキのない高付加価値製品を安定生産しておりますが、製造ラインが
自社独自のものであり、市販の製造設備等での代替ができません。従って、製品の品質維持・確保のためには外部
に頼らず自社のみで対応する必要があります。
当社グループは、ISO9001及び14001等の世界的に認められている品質管理及び環境管理のマネジメント基準に

従って製品を製造することに加え、当社独自の「ものづくり行動指針」に基づき、社員自らが社内で不断に自社開
発機や製造プロセスの見直しと改善を行うことで、高い品質確保のため盤石の体制を維持、発展させてまいりま
す。
 

(8）環境問題について
当社グループでは、ISOの環境管理基準や「サステナビリティ基本方針」に従って、「人と地球にやさしい製品

を、最小限の資源でつくり、環境負荷の低減に努めます」を目標に掲げ活動しております。一方で、環境に対する
配慮を求める社会の要請は日々高まっており、GHGの排出削減、資源の３Rや再生可能エネルギーの利用など、販売
先、仕入先や株主等の様々なステークホルダーから、より高い目線での対応が求められております。ステークホル
ダーからの様々な要請、期待に応えられない場合、企業としての社会的信用や事業の成長に影響が出る可能性があ
ります。
当社グループでは、2021年にサステナビリティ委員会を設置して当社グループの環境問題について定期的に討議

して報告を作成し、これを取締役会で審議しております。また、各部門のKPIを「サステナビリティ基本方針」に
基づき策定することで、環境についても経営目標に織り込んで対応することとしております。気候変動への対応に
つきましては、TCFDに基づく情報開示を開始しております。
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４【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績等の概要

当連結会計年度における当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下「経営成績等」とい

う。）の状況の概要は次のとおりであります。

①　経営成績の状況

当連結会計年度における我が国経済は、経済活動の正常化が進み、回復基調が続きましたが、エネルギー価格

の高止まりや、地政学的な問題の継続、中国経済の減速等による影響を受け、回復の動きは緩やかなものとなり

ました。

当社グループ製品の主要需要先の状況といたしましては、自動車関連は半導体や部品不足の解消により、下期

にかけて生産台数の持ち直しがみられましたが、認証不正問題の影響もあり、金型向けを中心に工具需要の回復

には遅れが見られました。また、半導体や電子・デバイス関連も、在庫調整により全体的に低調に推移しまし

た。海外向けでは、特に中華圏向けが低迷しました。

このような環境の中、当社グループでは、営業面では、国内での「INTERMOLD2023」や「MECT2023」、ドイツ

での「EMO Hannover2023」などの展示会に出展し、新製品の発表やユーザーニーズに合わせた工具提案を行うこ

とにより、新たな需要開拓を図りました。また、10月と２月に開発センターにてユーザー様向けに「精密微細５

軸セミナー」を開催し、５軸加工に関する技術情報の発信と交換を行いました。

製品面では、１月に高能率レンズ形３枚刃エンドミル「MLFH330」とアルミ用高能率ラジアスエンドミル３枚

刃３倍刃長「AL3D-345R」を発売しました。また、PCDボールエンドミル「PCDRB」や高硬度鋼加工用スクエアエ

ンドミル「MHDSH445」「MHDSH645」の規格追加を行いました。

生産面では、原材料費や電力費等の上昇分を補うため、生産効率化とコスト削減に継続して取り組む一方で、

多品種適量生産により幅広い製品の在庫拡充を図りました。

これらの結果、当連結会計年度における売上高は9,040百万円（前期比6.4％減）、営業利益は1,867百万円

（同11.4％減）、経常利益は1,908百万円（同10.5％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は1,320百万円（同

10.5％減）となりました。

なお、売上高経常利益率は前期比1.0ポイント減の21.1％となりましたが、KPIとしている20％の目標は達成い

たしました。2022年11月に行った主力製品の値上げ効果が寄与する一方、賃上げによる人件費や営業活動の再開

等により販売費が増加したため、売上高経常利益率が若干低下いたしました。もう一つの目標であるROE10％に

つきましては、親会社株主に帰属する当期純利益が前期比10.5％減となったこと等から7.7％に止まり、目標を

下回る結果となりました。

製品区分別の売上高では、「エンドミル（６mm以下）」が7,153百万円（前期比4.4％減）、「エンドミル（６

mm超）」が785百万円（同11.9％減）、「エンドミル（その他）」が438百万円（同18.2％減）、「その他」が

662百万円（同11.1％減）となりました。

 

（注）報告セグメントが１つでありますので、製品区分別に記載しております。なお「その他」の事業セグメン

トは、製品区分別の「その他」に含めております。

 

②　財政状態の状況

当連結会計年度末における財政状態は、資産合計が19,241百万円（前期末比383百万円増）、負債合計が1,512

百万円（同144百万円減）、純資産合計が17,729百万円（同528百万円増）となりました。各資産・負債の増減要

因は以下のとおりであります。

＜流動資産＞

当連結会計年度末における流動資産の残高は12,719百万円で、前期比421百万円、3.4％の増加となりまし

た。これは主に、設備投資額の減少に伴う現金及び預金の増加等によるものであります。

＜固定資産＞

当連結会計年度末における固定資産の残高は6,521百万円で、前期比37百万円、0.6％の減少となりました。

これは主に、減価償却費が設備投資額を上回ったことによるものであります。

＜資産合計＞

上記により、資産合計は前期に比べ383百万円、2.0％増加し19,241百万円となりました。

＜負債合計＞

当連結会計年度末における負債の残高は、1,512百万円と前期に比べ144百万円、8.7％の減少となりまし

た。これは主に、買掛金及び未払法人税等の減少等によるものであります。

＜純資産合計＞

当連結会計年度末における純資産の残高は17,729百万円と前期に比べ528百万円、3.1％の増加となりまし

た。これは親会社株主に帰属する当期純利益の計上による利益剰余金の増加等によるものであります。
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③　キャッシュ・フローの状況

当社は足元の業績に左右されず、今後の成長に必要な投資を継続的に行うこととしており、毎期５％程度の売

上高の増加に対応できる設備投資を基本としております。具体的には、工具研削盤等の機械設備を中心に実施い

たしておりますが、その計画において設置スペースのキャパシティーが不足すると判断された場合に、工場建設

等大がかりな投資を行っております。資金の調達につきましては、無借金を前提としておりますことから、基本

的には自己資金の範囲内とし、通常は営業活動により得られた資金を上回ることはありません。この数年、市場

の成長鈍化に伴い生産活動に係る設備投資額が伸び悩んだことから一時的に手元資金が増加しましたが、今後の

事業成長機会に向け準備を進めており、上記基本方針に変更はございません。

また運転資本につきましては、販売、仕入れともに原則翌月決済とさせていただいており、当連結会計年度に

おける売上債権回転期間は1.8ヶ月となっております。

手許資金につきましては、不測の事態に陥った場合でも当面の期間に亘り雇用や設備を維持し、企業活動を継

続できる資金を余裕をもって蓄えておく必要があると考えており、その額は現時点で80億円程度と想定しており

ます。

株主還元につきましては、安定的な経営基盤の確保並びに事業展開のための内部留保を勘案しながら、業績に

応じた利益還元策を実施していくことを基本方針としておりますが、資本市場からの要請も考慮し、資本効率を

意識した運営を行ってまいります。配当につきましては、安定性・継続性にも配慮しつつ、業績動向、資本効

率、配当性向等を総合的に勘案したうえで、手元流動性を中期的な事業遂行に必要な水準に維持する事を前提に

成長に応じた分配を意識し決定してまいります。

なお、当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。連結

ベースでの現金及び現金同等物（以下（資金）という）は、前連結会計年度末に比較し、396百万円増加し、

8,793百万円（前期比4.7％増）となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は1,834百万円（前期比13.6％増）となりました。これは主に税金等調整前当

期純利益1,906百万円による資金の増加と、減価償却費による資金の増加や仕入債務の減少並びに法人税等の

支払いによる資金の流出などを反映したものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は575百万円（同49.4％減）となりました。これは主に有形固定資産の取得に

よる支出を反映したものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は883百万円（同57.6％増）となりました。これは主に配当金の支払や自己株

式の取得によるものです。
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④　生産、受注及び販売の実績
当社グループは、報告セグメントが１つでありますので、製品区分別に記載しております。なお「その他」の

事業セグメントは、製品区分の「その他」に含めております。
a．生産実績
当連結会計年度の生産実績を製品別に示すと、次のとおりであります。

製品別の名称 生産高（千円） 前年同期比（％）

エンドミル（６mm以下） 7,395,427 △11.3

エンドミル（６mm超） 803,978 △17.4

エンドミル（その他） 244,824 △24.3

その他 477,235 △13.3

合計 8,921,466 △12.4

（注）金額は販売価格によっております。
 
ｂ．受注実績
当連結会計年度における受注実績を製品別に示すと、次のとおりであります。

製品別の名称 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

エンドミル（６mm以下） 6,948,683 △6.4 252,469 △44.8

エンドミル（６mm超） 750,681 △11.2 25,810 △57.6

エンドミル（その他） 411,117 △20.8 114,672 △19.4

その他 640,101 △18.9 56,847 △28.1

合計 8,750,582 △8.6 449,799 △39.2

（注）金額は販売価格によっております。
 
c．販売実績

当連結会計年度の販売実績を製品別に示すと、次のとおりであります。

製品別の名称 販売高（千円） 前年同期比（％）

エンドミル（６mm以下） 7,153,601 △4.4

エンドミル（６mm超） 785,736 △11.9

エンドミル（その他） 438,737 △18.2

その他 662,273 △11.1

合計 9,040,349 △6.4

（注）最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであり
ます。

相手先

前連結会計年度
（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

当連結会計年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

株式会社サカイ 1,417,247 14.7 1,387,592 15.3
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(2）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討の内容

当社グループに関する財政状態及び経営成績の分析・検討内容は、原則として連結財務諸表に基づいて分析した

内容であります。本項においては、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は当連結会計年度末現在に

おいて判断したものであります。

①　財政状態及び経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

●経営成績等

当社グループの当連結会計年度の経営成績等は、売上高が前期比6.4％減少の9,040百万円、営業利益は同

11.4％減少の1,867百万円となりました。

経済活動の正常化が進み、回復基調が続きましたが、エネルギー価格の高止まりや、地政学的な問題の継

続、中国経済の減速等による影響を受け、回復の動きは緩やかなものとなりました。

当社グループ製品の主要需要先の状況といたしましては、自動車関連は半導体や部品不足の解消により、下

期にかけて生産台数の持ち直しがみられましたが、認証不正問題の影響もあり、金型向けを中心に工具需要の

回復には遅れが見られました。また、半導体や電子・デバイス関連も、在庫調整により全体的に低調に推移し

ました。海外向けでは、特に中華圏向けが低迷しました。

 

●重要な影響を与える要因

当社グループの製品はそれ自体が人々の暮らしを支えるものではなく、人々の暮らしを支える様々な工業製

品を作る際に必要となるものです。従いまして、その需要動向は精密・微細加工を必要とする製品群にリンク

しています。例えば、スマートフォンのようにこれまでになかった新たな製品が登場し、それを世界中の非常

に多くの人が持つようになると、大きな需要が生まれます。また景気が上向き、人々の所得が増えると自動車

が売れるようになったり、より高い機能を持った高級品が売れるようになったりすることによって需要が膨ら

みます。このように当社の製品需要は世界の景気動向や新たな製品の登場等によって大きく影響を受けていま

す。

当連結会計年度における状況は、第２ 事業の状況 １ 経営方針、経営環境及び対処すべき課題等（３）に

記載のとおりでありますが、経済の先行きについては不透明感が増しており、当社グループを取り巻く経営環

境は依然厳しいものになると予想されます。

当社グループの主要需要先においては、自動車関連は供給制約の解消により生産台数の回復が本格化すると

見込まれます。補助金の削減等により世界的な電気自動車（EV）シフトの急速な高まりは一段落する一方で、

ハイブリッド自動車（HV）や燃料電池自動車（FCV）の需要増加が予想されます。新モデルの開発等による金

型や部品向けの精密・微細加工へのニーズは今後も底堅く推移していくものと期待されます。半導体・電子部

品関連は、スマートフォンやPCの需要減退により低迷していましたが、在庫調整が一巡し、徐々に回復してい

くと見込まれます。当社グループでは、それらの需要をいかにして取りこぼすことなく対応できるかが重要で

あると考えており、引き続き高精度、高能率、多機能、長寿命を実現する高機能・高付加価値製品の普及を図

るとともに、CBNやPCDを用いた製品など、ユーザー様の多様なニーズに応え得る製品をご提供できるよう努め

てまいります。

 

●資本の財源及び資金の流動性

当社グループでは、運転資金及び設備資金につきましては、原則内部留保で賄うこととしております。運転

資金につきましては、売上に係る決済を原則締め日の翌月応当日とさせていただいており、当連結会計年度に

おける売上債権回転期間は1.8ヶ月となっています。また、在庫拡充を目的に棚卸資産が61百万円増加し、棚

卸資産回転期間は6.9ヶ月となりました。当社グループにおいては、標準品の販売比率が高く欠品するとユー

ザー様にご迷惑をおかけしてしまうほか、失注に結び付く可能性もあるため、一定水準の製品在庫を揃えてお

く必要があります。設備資金につきましては、機械設備の継続的な投資を行いつつ、必要に応じて工場建設等

の大きな投資を行っており、通常は営業活動により得られる資金を上回ることはありません。なお、当連結会

計年度における設備投資は、生産設備を中心に563百万円と、前期に比べ123百万円減少いたしました。

 

●経営上の目標の達成状況

当社グループは、売上よりも利益を優先する経営を実行し、連結売上高経常利益率20％の確保を中長期的な

目標としております。当期の連結売上高経常利益率は21.1％、前期比1.0ポイント減ながら、目標は達成いた

しました。2022年11月に行った主力製品の値上げ効果が寄与する一方、賃上げによる人件費や営業活動の再開

等により販売費が増加したため、売上高経常利益率が若干低下いたしました。

次期につきましては、経済活動の正常化がさらに進むと予想されますが、円安傾向の継続やエネルギー価格

の高止まり、中東やウクライナをめぐる不安定な世界情勢、中国経済の減速等、景気への影響が懸念されま

す。原材料や人件費、電力費など様々なコストの上昇が引き続き見込まれることから、連結売上高経常利益率

は当期を2.7ポイント下回る18.4％を予想しております。

また、株主資本を効率的に活用する観点から連結自己資本利益率（ROE）10％の確保も経営指標として重視

しておりますが、当期は7.7％に止まっております。厳しい経営環境が続く中、高付加価値の創造と提供によ

る利益成長機会を確保し、中期的に両指標の達成を目指します。
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②　重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている企業会計の基準に基づき作

成されております。この連結財務諸表の作成に当たって、当社経営陣は資産、負債及び収益・費用の各報告数値

に影響を与える見積りの仮定を過去の実績や状況に応じて合理的に設定し、算定しておりますが、実際の結果は

見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りとは異なる場合があります。

当社グループは、円安傾向の継続やエネルギー価格の高止まり、中東やウクライナをめぐる不安定な世界情

勢、中国経済の減速等、景気への影響が懸念される中、今後の見通しを含め、重要な会計方針及び見積りが連結

財務諸表に重要な影響を及ぼす事項であるかを検討いたしましたが、合理的な見積り及びその影響額等を勘案し

た結果、連結財務諸表に重要な影響を及ぼす事項は無いと判断いたしました。

 

５【経営上の重要な契約等】

(1）販売代理店契約

相手方の名称 契約内容 契約期間

株式会社サカイ 売買基本契約 2023年９月１日から

2025年８月31日まで

株式会社東京山勝 売買基本契約 2023年９月１日から

2025年８月31日まで

株式会社山勝商会 売買基本契約 2023年９月１日から

2025年８月31日まで

（注）上記契約については、契約当事者双方から期間満了の３ヶ月前までに契約終了の申出がない場合、当初の契約

期間が更に２年間延長され、以後も同様であります。

(2）仕入契約

相手方の名称 契約内容 契約期間

ＭＭＣリョウテック株式会社 商品売買基本契約 2023年４月１日から

2024年３月31日まで

（注）上記契約については、契約当事者双方から期間満了の６ヶ月前までに契約終了の申出がない場合、当初の契約

期間が更に１年間延長され、以後も同様であります。

 

６【研究開発活動】
当連結会計年度における研究開発活動は、(1)他社にできない競争力のある高付加価値製品の開発、(2)小径工具を

中心とした豊富な製品バリエーションの確保、(3)既存生産技術の革新を目的とした生産設備の自動化や機能向上を
主な活動目標として、工具素材やコーティング、工具形状等の研究、自社工具研削盤の改良及び検査装置の自動化を
進めるとともに、Webを活用した情報提供等に継続して取り組みました。
主な活動としましては、２枚刃となったことで従来品よりも工具寿命が格段に向上した「SMB200」、新形状と３枚

刃の採用により加工能率の向上を実現した高能率レンズ形３枚刃エンドミル「MLFH330」やアルミ加工用の３枚刃３
倍刃長のラジアスエンドミル「AL3D-345R」といった新製品を順次発売し、既存製品においては「MRBH230」
「MRBSH230SF」「MHRH430R」「MHDSH445」「MHDSH645」「PCDRB」といった主力製品について、270を超えるサイズを
追加するなど工具需要の本格回復を見据え製品ラインアップの一段の強化、充実に努めました。
なお、「SMB200」は「超モノづくり部品大賞（主催：モノづくり日本会議／日刊工業新聞社）奨励賞」を受賞いた

しました。
また、ユーザーの技術者の皆様と個別に意見交換を行う場として、Webによる「技術交流会」を継続して実施する

とともに、2023年10月と2024年２月に「精密微細５軸セミナー」を開催し、５軸制御マシニングセンタを用いた小径
工具の活用事例などを紹介しました。ユーザー様の抱える課題やニーズの深掘りに加え、今後の製品開発につながる
ヒントを得る貴重な機会となりました。
当連結会計年度における研究開発費は409百万円であります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループは、生産体制の合理化及び機械更新を中心に総額563百万円の設備投資を行いました。

　なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却はありませんでした。

（注）当社グループは報告セグメントが１つであるため、関連するセグメント情報の記載を省略しております。

 

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。

(1）提出会社

2024年３月31日現在
 

事業所名
（所在地）

設備の内容
帳簿価額（千円） 従業

員数
（人）

建物及び構
築物

機械装置及
び運搬具

土地
（面積㎡）

その他
無形固定資
産

合計

本社

（東京都品川区）

本社機能

販売設備
126,516 3,952

72,955

(315)
38,223 8,487 250,135 69

仙台工場

（宮城県黒川郡大和町）
生産設備 508,199 738,120

175,412

(12,160)
502,168 589 1,924,490 106

開発センター

（宮城県黒川郡大和町）
研究開発設備 1,066,188 139,799

170,398

(10,731)
47,713 14,651 1,438,751 27

（注）１．当社グループは、報告セグメントが１つであるため、セグメントの名称の記載を省略しております。

２．現在休止中の主要な設備はありません。

３．帳簿価額のうち「その他」は、主に工具、器具及び備品であり、建設仮勘定も含んでおります。

４．上記の他、主要な設備のうち連結子会社以外から賃借している設備の内容は、下記のとおりであります。
2024年３月31日現在

 
事業所名
（所在地）

設備の内容 賃借期間
年間賃借料
（千円）

本社・東京営業所・東京在庫センター

（東京都品川区）
建物

2021年10月1日から

2025年９月30日まで
114,045

（注）１．当社グループは、報告セグメントが１つであるため、セグメントの名称の記載を省略しております。

２．本社は2023年12月に増床しており、年間賃借料は増床前と増床後の合計を記載しております。

なお、増床分の契約期間は2023年12月１日から2025年９月30日までとなっております。

 

(2）国内子会社

2024年３月31日現在
 

会社名
事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業
員数
（人）

建物及び
構築物

機械装置及び
運搬具

土地
（面積㎡）

その他
無形固
定資産

合計

株式会社ジーテック
本社

（東京都品川区）

本社機能

販売設備
－ 4,392

－

（－）
3,182 160 7,735 23

株式会社牧野工業
本社・工場

（福島県白河市）

本社機能

生産設備
202,368 49,625

101,306

（14,288）
41,520 194 395,015 26

株式会社日進エンジニ

アリング

本社

（宮城県黒川郡大和町）

本社機能

生産・販売設備
21,669 102,242

 
（－）

276,944 － 400,855 38

新潟工場

（新潟県魚沼市）
生産設備 7,500 51,171

 
（－）

8,491 50 67,212 32

　（注）１．当社グループは、報告セグメントが１つであるため、セグメントの名称の記載を省略しております。

２．現在休止中の主要な設備はありません。
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(3）在外子会社

2024年３月31日現在
 

会社名
事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業
員数
（人）

建物及び
構築物

機械装置及び
運搬具

土地
（面積㎡）

その他
無形固
定資産

合計

日進工具香港有限公司

本社

（中華人民共和国

香港特別行政区）

本社機能

販売設備
5,567 －

－

（－）
90 － 5,658 3

NS TOOL USA, INC.

本社

（アメリカ合衆国

ミシガン州）

本社機能

販売設備
630 －

－

（－）
4,238 － 4,869 1

　（注）１．当社グループは、報告セグメントが１つであるため、セグメントの名称の記載を省略しております。

２．現在休止中の主要な設備はありません。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

当社グループの設備投資については、生産計画、需要動向、景気予測、投資効率等を総合的に勘案して策定してお

ります。

(1）重要な設備の新設

2024年３月31日現在
 

会社名
事業所名

所在地 設備の内容

投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了予定

総額
（千円）

既支払額
（千円）

着手 完了

当社

仙台工場

宮城県黒川郡

大和町
切削工具製造設備 127,750 － 自己資金 2024年５月

2024年５月～

2025年１月

当社

開発センター

宮城県黒川郡

大和町
新製品開発設備 195,500 － 自己資金 2024年４月

2024年４月～

2025年３月

株式会社牧野工業

本社工場
福島県白河市

プラスチック

成形品の製造設備
51,100 － 自己資金 2024年４月

2024年４月～

2025年３月

株式会社日進エンジ

ニアリング

宮城県黒川郡

大和町
切削工具製造設備 11,100 － 自己資金 2024年４月

2024年４月～

2025年２月

（注）１．当社グループは報告セグメントが１つであるため、セグメントの名称の記載を省略しております。

２．完成後の増加能力につきましては、一概に算出することが困難であるため、記載を省略しております。

 

(2）重要な改修

該当事項はありません。

 

(3）重要な設備の除却等

重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 38,400,000

計 38,400,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行（株）

（2024年３月31日）
提出日現在発行数（株）
（2024年６月24日）

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 25,035,034 25,035,034 東京証券取引所プライム市場
単元株式数
100株

計 25,035,034 25,035,034 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

決議年月日 2018年６月22日 2019年６月25日 2020年６月23日 2021年６月22日

付与対象者の区分及び

人数（名）

当社取締役　　　　４

（注）１

当社執行役員　　　５

当社子会社取締役　４

当社取締役　　　　４

（注）１

当社執行役員　　　５

当社子会社取締役　４

当社取締役　　　　５

（注）１

当社執行役員　　　５

当社子会社取締役　３

当社取締役　　　　４

（注）１

当社執行役員　　　４

当社子会社取締役　１

新株予約権の数

（個）※

22,245

［20,937］

33,089

［31,143］

28,039

［26,537］

20,121

［19,727］

新株予約権の目的とな

る株式の種類、内容及

び数（株）※

普通株式 44,490

［41,874］

（注）２

普通株式 66,178

［62,286］

（注）２

普通株式 56,078

［53,074］

（注）２

普通株式 40,242

［39,454］

 

新株予約権の行使時の

払込金額（円）※

当該各新株予約権の行使により交付を受けることができる株式１株当たりの払込金額を１円とし、これに付与株式

数を乗じた金額とする。

新株予約権の行使期間

※

自 2018年７月18日

至 2048年７月17日

自 2019年７月17日

至 2049年７月16日

自 2020年７月15日

至 2050年７月14日

自 2021年７月14日

至 2051年７月13日

新株予約権の行使によ

り株式を発行する場合

の株式の発行価格及び

資本組入額（円）※

発行価格　 1,176

資本組入額　 588

（注）２

発行価格　　 724

資本組入額　 362

（注）２

発行価格　　 955

資本組入額　 478

（注）２

発行価格　 1,251

資本組入額　 626

 

新株予約権の行使の条

件 ※
（注）３

新株予約権の譲渡に関

する事項 ※
（注）４

組織再編成行為に伴う

新株予約権の交付に関

する事項

（注）５

※ 当事業年度の末日（2024年３月31日）における内容を記載しております。当事業年度の末日から提出日の前月末

現在（2024年５月31日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を[　]内に記載し
ており、その他の事項については当事業年度の末日における内容から変更はありません。

（注）１　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）が付与対象者であります。
２　2021年４月１日付で普通株式１株につき２株とする株式分割により「新株予約権の目的となる株式の種

類、内容及び数」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」
が調整されております。

３　①　新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、当社の取締役及び執行役員、
当社の子会社の取締役のいずれの地位をも喪失した日の翌日から10日を経過する日までの間に限り、
新株予約権を行使することができるものとする。ただし、新株予約権者が当社の取締役及び執行役
員、又は当社の子会社の取締役の地位にある場合においても、各行使期間満了前の１年間においては
新株予約権を行使することができるものとする。

②　新株予約権者が死亡した場合、相続人は新株予約権を承継することができる。
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③　上記①、②に関わらず、新株予約権者及びその相続人は、以下に定める場合には、定められた期間内
に限り新株予約権を行使することができるものとする。ただし、組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項に従って新株予約権者に再編成対象会社の新株予約権が交付される場合を除く。
ａ．当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承

認の議案、又は、当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案につき
当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締役会決議がなされた
場合）当該承認又は決定がなされた日の翌日から15日間

④　１個の新株予約権につき、一部行使はできないものとする。
４　譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要する。
５　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分

割会社となる場合に限る。）、又は株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限
る。）（以上を総称して以下「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発
生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、
吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交
換につき株式交換がその効力を生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。
以下同じ。）の直前において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約
権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下
「再編成対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新
株予約権は消滅し、再編成対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の各号に沿っ
て再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計
画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とする。
①　交付する再編成対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。
②　新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類

再編成対象会社の普通株式とする。
③　新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数

組織再編成行為の条件等を勘案のうえ、新株予約権の目的である株式の種類及び数に準じて決定する。
④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編成後行使価額に、
上記③に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数を乗じて得られる
金額とする。再編成後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることが
できる再編成対象会社の株式１株当たり１円とする。

⑤　新株予約権を行使することができる期間
新株予約権の権利行使期間の開始日又は組織再編成行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、新株
予約権の権利行使期間の満了日までとする。

⑥　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項
ａ．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の
端数は、これを切り上げる。

ｂ．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記ａに記載の
資本金等増加限度額から上記ａに定める増加する資本金の額を減じた額とする。

⑦　譲渡による新株予約権の取得の制限
譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の承認を要する。

⑧　新株予約権の取得の事由及び条件
以下の議案につき再編対象会社の株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、再編対象
会社の取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、再編対象会社は無償で新株予約
権を取得することができる。
ａ．再編対象会社が消滅会社となる合併契約承認の議案
ｂ．再編対象会社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案
ｃ．再編対象会社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案
ｄ．再編対象会社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について再編対象会社

の承認を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案
ｅ．新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について再編対

象会社の承認を要すること又は当該種類の株式について再編対象会社が株主総会の決議によってそ
の全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認の議案

 

②【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
 

③【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2020年６月24日
　（注）１

1,627 12,505,627 1,472 444,372 1,472 407,272

2021年４月１日
　（注）２

12,505,627 25,011,254 － 444,372 － 407,272

2021年６月23日
　（注）１

23,780 25,035,034 10,957 455,330 10,950 418,223

（注）１　新株予約権の行使によるものであります。
２　株式分割（１：２）によるものであります。

 

（５）【所有者別状況】

       2024年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株） 単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法人
 外国法人等

個人その他 計
個人以外 個人

株主数（人） － 10 21 64 55 8 5,077 5,235 －

所有株式数

（単元）
－ 44,818 2,959 79,300 45,808 15 77,387 250,287 6,334

所有株式数の

割合（％）
－ 17.90 1.18 31.68 18.31 0.01 30.92 100 －

（注）自己株式185,138株は、「個人その他」に1,851単元、「単元未満株式の状況」に38株を含めて記載しております。
 

（６）【大株主の状況】

  2024年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口）

東京都港区赤坂１丁目８－１ 赤坂イン
ターシティAIR

3,102 12.48

株式会社エムワイコーポレーション 東京都品川区大井６丁目12－４ 2,497 10.05

株式会社ソルプティ
宮城県仙台市泉区泉中央２丁目10－３－
702

2,435 9.80

NORTHERN TRUST CO．(AVFC) RE FIDELITY

FUNDS

（常任代理人　香港上海銀行東京支店）

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON

E14 5NT, UK

（東京都中央区日本橋３丁目11-１）

2,092 8.42

株式会社ティ・アイロード 東京都品川区南大井４丁目11-14 1,847 7.44

BANK LOMBARD ODIER AND CO LTD GENEVA

（常任代理人　株式会社三菱UFJ銀行）

11, RUE DE LA CORRATERIE － CH－1211
GENEVA SWITZERLAND
（東京都千代田区丸の内２丁目７－１）

1,293 5.20

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海１丁目８－12 980 3.95

NORTHERN TRUST CO．(AVFC) RE THE
HIGHCLERE INTERNATIONAL INVESTORS
SMALLER COMPANIES FUND
（常任代理人　香港上海銀行東京支店）

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON
E14 5NT, UK
（東京都中央区日本橋３丁目11－１）

781 3.15

後藤　弘治 東京都品川区 761 3.06
後藤　隆司 東京都品川区 756 3.04

計 － 16,549 66.60

（注）１．2020年１月22日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、フィデリティ投信
株式会社より、FMR LLCが2020年１月15日現在で1,033千株を保有している旨の報告を受けておりますが、当

社として2024年３月31日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含め
ておりません。
なお、フィデリティ投信株式会社の大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。

大量保有者　　　　　　　　　　　　FMR LLC

住所　　　　　　　　　　　　　　　245 Summer Street,Boston,Massachusetts 02210,USA

保有株券等の数　　　　　　　　　　株式　1,033,100株
株券等保有割合　　　　　　　　　　8.26％
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２．2019年５月20日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、アレン・アンド・オーヴェリー外

国法共同事業法律事務所より、Forest Manor N.V.が2019年５月16日現在で629千株を保有している旨の報告

を受けておりますが、当社として2024年３月31日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上

記大株主の状況には含めておりません。

なお、アレン・アンド・オーヴェリー外国法共同事業法律事務所の大量保有報告書の内容は以下のとおりで

あります。

大量保有者　　　　　　　　　　　　Forest Manor N.V.

住所　　　　　　　　　　　　　　　Albert Hahnplantsoen 23, 1077BM Amsterdam,the Netherlands

保有株券等の数　　　　　　　　　　株式　629,000株

株券等保有割合　　　　　　　　　　5.03％

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 185,100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 24,843,600 248,436

権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株
式であり、単元株式数は
100株であります。

単元未満株式 普通株式 6,334 － －

発行済株式総数  25,035,034 － －

総株主の議決権  － 248,436 －

 

②【自己株式等】

    2024年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

日進工具株式会社
東京都品川区南大井
四丁目５番９号

185,100 － 185,100 0.74

計 － 185,100 － 185,100 0.74

 （注）「自己株式等」の「自己名義所有株式数」及び「所有株式数の合計」の欄に含まれない単元未満株式が38株あり

ます。なお、当該株式は上記①「発行済株式」の「単元未満株式」に含まれております。
 

２【自己株式の取得等の状況】
【株式の種類等】　会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得及び会社法第155条第７号に該当する普通株式

の取得
 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。
 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156条の規定にもとづく取得

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（2023年８月９日）での決議状況

（取得期間 2023年８月14日～2024年２月９日）
200,000 200,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 177,700 199,938,300

残存決議株式の総数及び価額の総額 22,300 61,700

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 11.2 0.0

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合(％) 11.2 0.0
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（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 750 1,114,500

当期間における取得自己株式 － －

（注）当事業年度における取得自己株式は、譲渡制限付株式報酬制度の譲渡制限解除に伴う無償取得によるものでありま
す。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、株式交付、会社分割に係る移転
を行った取得自己株式

－ － － －

その他
（譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分）
（ストックオプションの権利行使）

 
57,300
11,878

 
81,583,500
17,650,708

 
－

10,300

 
－

11,937,700

保有自己株式数 185,138 － 174,838 －

（注）当期間における取得自己株式の処理状況及び保有状況には、2024年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの

単元未満株の買取り、譲渡制限付株式報酬及びストックオプションの行使のための処分による株式は含まれていま

せん。

 

３【配当政策】

株主の皆様に対する利益還元は重要な経営課題のひとつと認識しており、安定的な経営基盤の確保並びに事業展開

のための内部留保を勘案しながら、業績に応じた利益還元策を実施していくことを基本方針としておりますが、投資

家・資本市場からの要請にも配慮し、上記に加え資本効率を意識した運営も行ってまいります。

配当につきましては引き続き上記方針に基づき、安定性・継続性に配慮しつつ、業績動向や配当性向等を総合的に

勘案したうえで、中期的な事業遂行に必要な水準以上に手元流動性を維持することを前提に、成長に応じた分配を意

識し決定してまいります。

2024年３月期の期末配当につきましては、上記方針を考慮し１株当たり12円50銭の配当を実施することを決定いた

しました。

内部留保につきましては、中長期的視野に基づいた研究開発や、事業規模拡大のための投融資等に充当いたしたい

と存じます。

当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定

めております。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

2023年10月31日
372 15.00

取締役会決議

2024年６月21日
310 12.50

定時株主総会決議
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、経営の効率性、透明性を向上させ、株主をはじめとしたステークホルダーの立場に立って継続的、安

定的に企業価値を高めることをコーポレート・ガバナンスの基本的指針としております。

 

②　企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

当社は、監査等委員会設置会社であります。監査等委員会は経営上の意思決定及び執行に対しての監視を行っ

ております。監査等委員は取締役会等重要な会議へ出席し必要な意見を述べる他、重要書類の閲覧、取締役への

ヒアリング等を実施するなどして、監視機能を果たしております。なお、監査等委員会内に独立取締役から構成

される独立社外監査等委員会を設置しております。また、取締役の指名・報酬等の決定に関する取締役会の機能

の独立性・客観性と説明責任並びにコーポレート・ガバナンス体制の更なる充実を図るため、取締役会の任意の

諮問機関として、取締役会の決議により選定された３名以上の委員により構成され、委員の過半数を独立社外取

締役とする指名・報酬委員会を設置しております。指名・報酬委員会は、取締役会からの諮問に応じ、取締役

（監査等委員を除く）及び執行役員の指名・報酬等に関する事項につき審議を行い、取締役会に答申いたしま

す。

当社では、重要な経営課題等は取締役会に諮られます。取締役会に諮られた事案は、十分に審議を尽くし、必

要な場合には条件を付す等修正を行い、承認又は否決されます。なお、経営環境の変化に迅速かつ柔軟に対応す

るため、取締役会に業務執行者を陪席させる等取締役会の活性化により意思決定の迅速化を図っております。

当社では、現在の企業統治の体制が、当社の経営規模等に照らして、効果と効率の面において最も適当である

との判断から、現体制を採用しております。

 
＜コーポレート・ガバナンス体制の概要＞　「有価証券報告書」提出日（2024年６月24日）現在
ａ．体制図
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ｂ．当社が設置する機関の構成
（取締役会）

役割 役職 氏名

議長 代表取締役社長 後藤　弘治

－ 代表取締役副社長 後藤　隆司

－ 常務取締役 足立　有子

－ 取締役 戸田　覚

－ 取締役（常勤監査等委員） 田島　寛

－ 取締役（監査等委員） 福田　和夫

－ 社外取締役（監査等委員） 藤崎　直子

－ 社外取締役（監査等委員） 平賀　敏秋

－ 社外取締役（監査等委員） 笹本　憲一

－ 社外取締役（監査等委員） 中野　秀代

（注）取締役会には、当社執行役員、各部長及び子会社代表取締役も出席しております。
 

（監査等委員会）

役割 役職 氏名

委員長・議長 取締役（常勤監査等委員） 田島　寛

－ 取締役（監査等委員） 福田　和夫

－ 社外取締役（監査等委員） 藤崎　直子

－ 社外取締役（監査等委員） 平賀　敏秋

－ 社外取締役（監査等委員） 笹本　憲一

－ 社外取締役（監査等委員） 中野　秀代

 
（指名・報酬委員会）

役割 役職 氏名

委員長 社外取締役（監査等委員） 平賀　敏秋

－ 社外取締役（監査等委員） 藤崎　直子

－ 代表取締役社長 後藤　弘治

 
③　企業統治に関するその他の事項
ａ．内部統制システム・リスク管理体制の整備の状況

当社では内部統制システム・リスク管理体制の構築に当たり、統制及び管理が機能する組織の構築を行うと
ともに、稟議制度の実施、社内規程等ルールに基づいた業務運営の遂行を実践しております。また、社長直轄
の内部監査室が内部監査を実施し、内部統制状況の確認機能を担っております。内部統制報告制度への対応と
いたしましては、常務取締役を委員長とする内部統制委員会が、各統制プロセスの整備状況及び運用状況の評
価を実施するとともに、適時に監査法人との調整を行い、改善すべき点については改善を図っております。
 

ｂ．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
当社は、子会社に対して、取締役及び必要に応じて監査役を派遣し、主管部門による日常的な管理を行うと

ともに、子会社の遵法体制その他その業務の適正を確保するための体制の整備に関する指導及び支援を行って
おります。また、子会社の事業運営に関する事項については、「関係会社管理規程」に基づき、主管部門に報
告、協議させるとともに、その重要度に応じて、取締役会への付議を行っております。なお、監査等委員会及
び内部監査室は、往査を含め、当社及び子会社の監査を行うとともに、業務の適正性確保のため、必要に応じ
て相互に意見交換等を行い、連携を図っております。
 

ｃ．取締役の定数
当社の監査等委員を除く取締役は10名以内とし、監査等委員は６名以内とする旨定款に定めております。

 
ｄ．取締役の選任及び解任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する
株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。
また、取締役の選任決議について、累積投票によらないものとする旨定款に定めております。
なお、解任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。
 
ｅ．取締役の責任免除

当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第１項の行為に関する取
締役（取締役であった者を含む。）の責任を法令の限度において免除することができる旨定款に定めておりま
す。これは、取締役が職務を遂行するに当たり、その能力を十分に発揮して期待される役割を果たしうる環境
を整備することを目的とするものであります。
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ｆ．役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しておりま

す。当該保険契約の被保険者の範囲は当社取締役並びに連結子会社５社（株式会社ジーテック、株式会社日進
エンジニアリング、株式会社牧野工業、日進工具香港有限公司、NS TOOL USA, INC.）の取締役及び監査役で

あり、被保険者は保険料を負担しておりません。当該保険契約により被保険者が負担することとなる法律上の
損害賠償金や訴訟費用等を塡補することとなります。ただし、法令違反の行為であることを認識して行った行
為に起因して生じた損害は補填されない等、一定の免責事項があります。また、次回更新時には、同内容での
更新を予定しております。

 
ｇ．取締役会の活動状況

取締役会は原則月１回開催され、必要に応じて随時開催されます。個々の取締役の出席状況は次のとおりで
す。

氏名 開催回数 出席回数

後藤　弘治 14回 14回

後藤　隆司 14回 14回

足立　有子 14回 13回

戸田　覚 14回 14回

田島　寛 14回 14回

福田　和夫 14回 14回

藤崎　直子 14回 14回

平賀　敏秋 14回 14回

笹本　憲一 14回 14回

中野　秀代 10回 10回

（注）中野秀代氏は2023年６月22日の第62回定時株主総会において選任され、就任した後の出席回数を
記載しております。

 
・取締役会の具体的な決議・検討、報告事項

決議及び検討事項…株主総会に関する事項、決算に関する事項、取締役に関する事項、株式に関する事
項、予算や事業計画に関する事項、人事・組織に関する事項、子会社に関する事
項、サステナビリティに関する事項

報告事項…事業報告、監査報告、内部監査状況報告、取締役会の実効性に関する報告、投資家面談報
告、投資先に関する報告

 
ｈ．指名・報酬委員会の活動状況

当社は、取締役の指名・報酬等の決定に関する取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任並びにコーポ
レートガバナンス体制の充実を図るため、取締役会の任意の諮問機関として指名・報酬委員会を設置しており
ます。指名・報酬委員会の活動状況については、後述の「４　役員の報酬等」「①　役員の報酬等の額又はそ
の算定方法の決定に関する方針に係る事項」「ｃ．指名・報酬委員会の構成及び運営状況」に記載のとおりで
あります。

 
ⅰ．自己の株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって、自己の株式を取得することができ
る旨を定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするた
め、市場取引等により自己の株式を取得することを目的とするものであります。
 

ｊ．株主総会の特別決議要件
当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる

株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めて
おります。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行う
ことを目的とするものであります。

 
ｋ．中間配当

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議に
よって毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨定款に定めております。

 

EDINET提出書類

日進工具株式会社(E01729)

有価証券報告書

30/79



（２）【役員の状況】

①　役員一覧

男性7名　女性3名　（役員のうち女性の比率30.0％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数（株）

代表取締役社長
営業担当

後藤　弘治 1962年２月10日生

1986年４月 当社入社

1988年10月 取締役総括グループ次長

1992年４月 常務取締役

1995年１月 専務取締役 営業統括

2011年４月 代表取締役副社長 営業統括
2013年１月 日進工具香港有限公司 董事長（現任）
2013年４月 代表取締役社長
2016年10月 代表取締役社長 営業担当 （現任）

2021年４月 株式会社ジーテック 代表取締役（現任）

2021年11月 NS TOOL USA, Inc. President/CEO
（現任）

　

(注）２ 761,400

代表取締役副社長
生産・開発担当

後藤　隆司 1963年９月14日生

1984年４月 当社入社

1988年10月 取締役生産本部次長

2002年１月 常務取締役 生産・開発統括
2009年４月 株式会社日進エンジニアリング 代表取締

役社長
2010年４月 株式会社ジーテック 代表取締役社長
2011年４月 専務取締役 生産・開発統括
2013年４月 代表取締役副社長
2016年４月 株式会社日進エンジニアリング 代表取締

役（現任）
2016年10月 代表取締役副社長 生産・開発担当

（現任）
2021年１月 株式会社牧野工業 代表取締役社長

2024年４月 株式会社牧野工業 代表取締役（現任）
　

(注）２ 756,400

常務取締役
総務・管理担当

足立　有子 1953年６月29日生

1978年４月 ＡＩＵ保険会社入社

1985年４月 当社入社

2001年９月 取締役総務部長

2002年２月 取締役総務部長

 株式会社ジーテック 代表取締役社長

2003年６月 当社取締役

 株式会社ジーテック 代表取締役社長

2005年４月 当社常務取締役（情報統括責任者）
2015年11月 株式会社牧野工業 代表取締役社長
2016年10月 当社常務取締役 総務・管理担当（情報統括

責任者）（現任）
2017年４月 株式会社牧野工業 代表取締役会長
2020年９月 株式会社牧野工業 代表取締役会長兼社長
2021年１月 株式会社牧野工業 代表取締役会長（現任）
　

(注）２ 175,000

取締役
経営企画室長兼

管理部長
戸田　覚 1962年２月26日生

1984年４月 株式会社東海銀行（現株式会社三菱ＵＦＪ
銀行）入行

2006年10月 同　横浜支社　法人第一部長

2009年10月 三菱UFJ証券株式会社（現三菱ＵＦＪモル
ガン・スタンレー証券株式会社）出向

2010年４月 税理士登録（千葉県税理士会）

2014年６月 三菱UFJモルガン・スタンレー証券株式会
社　事業法人第五部長

2020年４月 当社入社　社長付

2020年６月 取締役社長室長
2021年２月 取締役管理部長
2021年７月 取締役経営企画室長兼管理部長（現任）
　

(注）２ 9,000

取締役
（監査等委員）

田島　寛 1961年４月26日生

1985年４月 ユニバーサル証券株式会社（現三菱ＵＦＪ
モルガン・スタンレー証券株式会社）入社

2005年３月 当社入社　経営企画室長

2010年４月 管理部長

2010年６月 取締役管理部長

2012年６月 執行役員管理部長

2018年４月 執行役員経営企画室長
2021年６月 取締役（監査等委員）（現任）
　

(注）３ 32,500

取締役
（監査等委員）

福田　和夫 1951年９月７日生

1974年４月 株式会社三和銀行（現、株式会社三菱ＵＦ
Ｊ銀行）入行

1995年４月 東京業務渉外室長
1998年６月 株式会社わかしお銀行入行

取締役営業開発部長
2003年４月 当社入社・管理部長
2003年６月 取締役管理部長
2009年６月 監査役
2015年６月 取締役（監査等委員）（現任）
　

(注）３ 8,000
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数（株）

取締役
（監査等委員）

藤崎　直子 1949年10月18日生

1968年４月 株式会社住友銀行（現、株式会社三井住友
銀行）入行

1977年10月 株式会社日本マイクロニクス入社

2000年12月 同社取締役経理部長

2004年12月 同社常務取締役 管理本部経理部長

2007年10月 同社常務取締役 管理本部長

2009年12月 同社専務取締役 管理本部長

2010年10月 同社専務取締役 企画管理本部長
2016年６月 当社取締役（監査等委員）（現任）
　

(注）４ 2,000

取締役
（監査等委員）

平賀　敏秋 1973年12月19日生

1999年４月 弁護士登録（東京弁護士会）

2007年10月 北村・平賀法律事務所　設立　パートナー
（現任）

2009年３月 株式会社MS&Consulting 社外監査役

2014年４月 ポラリス・キャピタル・グループ株式会社
社外取締役

2016年６月 当社取締役（監査等委員）（現任）
2016年６月 ヒューマン・アソシエイツ・ホールディン

グス株式会社 社外監査役
2019年６月 ヒューマン・アソシエイツ・ホールディン

グス株式会社 社外取締役（監査等委員）
2022年４月 リグロース・キャピタル・マネジメント株

式会社 監査役（現任）
2022年６月 ポラリス・キャピタル・グループ株式会社

監査役（現任）
　

(注）４ －

取締役
（監査等委員）

笹本　憲一 1951年５月25日生

1980年６月 監査法人中央会計事務所入所

1998年９月 同監査法人代表社員

2007年７月 監査法人Ａ＆Ａパートナーズ代表社員

2010年６月 株式会社東葛ホールディングス社外監査役

2014年９月 日本住宅サービス株式会社（現サンネクス
タグループ株式会社）社外監査役

2016年９月 監査法人Ａ＆Ａパートナーズ退所
2016年10月 公認会計士笹本憲一事務所開設

同事務所代表（現任）
2018年６月 株式会社東葛ホールディングス社外監査役
2019年６月 当社取締役（監査等委員）（現任）
2019年６月 株式会社東葛ホールディングス社外取締役

（監査等委員）（現任）
2020年９月 サンネクスタグループ株式会社社外取締役

（監査等委員）（現任）
　

(注）３ －

取締役
（監査等委員）

中野　秀代 1959年９月13日生

1991年11月 シティトラスト信託銀行株式会社ヴァイスプ
レジデント

1993年10月 同社シニアポートフォリオマネージャー兼個
人運用部ヘッド

2000年１月 ファンネックス・アセット・マネジメント株
式会社 取締役運用部長

2004年３月 株式会社トリアス設立 代表取締役社長（現
任）

2020年３月 株式会社アウトソーシング 社外取締役
2021年６月 ホーチキ株式会社 社外取締役（現任）
2022年６月 第一工業製薬株式会社 社外取締役（現任）
2023年６月 当社取締役（監査等委員）（現任）
　

(注）３ －

計 1,744,300

（注）１．藤崎直子、平賀敏秋、笹本憲一及び中野秀代は、社外取締役であります。
２．2024年６月21日開催の定時株主総会の終結の時から１年間
３．2023年６月22日開催の定時株主総会の終結の時から２年間
４．2024年６月21日開催の定時株主総会の終結の時から２年間
５．代表取締役副社長後藤隆司は、代表取締役社長後藤弘治の弟であります。
６．当社では、業務執行者のうち一部の業務について執行役員を選任しております。

各執行役員は当社グループにおける豊富な業務経験や実績を有しており、経営陣幹部として当社グループの
持続的な成長と中長期的な企業価値の向上の実現に資することができるものと判断し選任するとともに、将来
の取締役候補者としての育成も行っております。
執行役員は３名で構成されております。

氏名 役職 主な業務経験

後藤　勇二 執行役員　生産担当 開発、生産、営業

岡田　浩一 執行役員　仙台工場長兼開発部長 開発、生産

小林　雅人 執行役員　総務部長 総務、人事
 

EDINET提出書類

日進工具株式会社(E01729)

有価証券報告書

32/79



 
②　社外役員の状況

当社の社外取締役は４名であり、全員が監査等委員であります。
社外取締役に期待される役割といたしましては、自らは業務執行を行わず客観的に他の取締役の業務執行状況

をチェックし、取締役会を通じて業務執行が適切に行われるようにすることであると考えます。社外取締役の選
任につきましては、会社経営に高い見識を持ち、あるいは、監査機能発揮に必要な専門分野における高い実績を
有し、会社との関係、代表取締役その他の取締役、執行役員及び主要な使用人との関係等を勘案して独立性に問
題がなく、取締役会及び監査等委員会等への出席が可能である候補者から決定します。
社外取締役の藤崎直子氏は、株式会社日本マイクロニクスの元専務取締役であり、当社と同社は人的関係、取

引関係その他の利害関係はありません。
社外取締役の平賀敏秋氏は、東京弁護士会登録の弁護士であり、当社と同氏は人的関係、取引関係その他の利

害関係はありません。
社外取締役の笹本憲一氏は、日本公認会計士協会登録の公認会計士であり、当社と同氏は人的関係、取引関係

その他の利害関係はありません。
社外取締役の中野秀代氏と当社は、同氏が代表取締役を務める株式会社トリアスとの間でIR資料の作成を目的

とした取引がありますが、年間の取引金額は10百万円未満であり、当社が定める独立役員の独立性判断基準に抵
触しないことから、独立性に問題はないと考えております。
なお、当社は社外取締役の４名を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出て

おります。
また、社外取締役の当社株式の保有状況は、上記①に記載のとおりであります。
 
＜ご参考＞　当社が定める独立役員の独立性判断基準
当社は、社外取締役が以下のいずれにも該当しない場合、当社からの独立性を有していると判断する。
１．当社及び当社の子会社（以下「当社グループ」という。）の業務執行者（注１）若しくは業務執行者で

あった者
２．直近事業年度を含む過去３事業年度において、以下のいずれかに該当する者
（１）当社の大株主（注２）又はその業務執行者
（２）当社グループが大株主である企業等の業務執行者
（３）当社グループの主要な取引先（注３）の業務執行者
（４）当社グループを主要な取引先とする者又はその業務執行者
（５）当社グループから役員報酬以外に年間10百万円超の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会

計専門家又は法律専門家（当該財産を得ている者が法人又は組合等の団体である場合には、当該団体
に所属する者）

（６）当社グループの会計監査人である監査法人に所属する者
（７）当社グループから年間10百万円超の金銭その他の財産による寄付を受けている者又はその業務執行者
（８）当社グループの業務執行者が他の企業等において社外役員に就いている場合における他の企業等の業

務執行者
３．上記１又は２(１)～(８)のいずれかに掲げる者の配偶者又は二親等内の親族である者
４．その他独立した社外取締役としての職務を果たすことができないと合理的に判断される事情を有する者
 
（注１）業務執行者　　法人その他の団体の業務執行取締役、執行役、執行役員、業務を執行する社員、そ

の他これらに類する役職者
（注２）大株主　　　　総議決権の10％以上の議決権を直接又は間接的に保有している者
（注３）主要な取引先　当社グループの製品等の販売先又は仕入先等で、１事業年度での取引高が当社グ

ループの連結売上高の２％を超える者
 
③　社外取締役による監督又は監査と内部監査、会計監査との相互連携並びに内部統制部門との関係

監査等委員、内部監査人と会計監査人との連携につきましては、監査計画策定時において協議を行う他、会計
監査人による棚卸立会及び実査に監査等委員又は内部監査責任者が立ち会います。また、監査等委員会は会計監
査人及び内部監査責任者よりそれぞれの監査結果の報告を受け、問題点の確認等を行います。
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（３）【監査の状況】

①　監査等委員会による監査の状況
ａ．監査等委員会の組織、人員及び出席状況

監査等委員会は６名（常勤監査等委員１名、非常勤監査等委員５名、うち社外取締役４名）で構成され、経
営上の意思決定及び執行に対しての監視を行っております。
監査等委員会は原則月１回開催され、必要に応じて随時開催されます。当連結会計年度における監査等委員

会は14回開催されました。
なお、監査等委員の経験や知見等、取締役会及び監査等委員会への出席状況に関しては以下のとおりです。

氏名 経験や知見等

当連結会計年度の出席状況

取締役会
（全14回）

監査等委員会
（全14回）

田島　寛

長年に亘る証券会社勤務を通じての豊富な経験と知識を
有しており、また、当社の取締役や執行役員として財
務、経理部門、経営企画部門及び内部監査部門を担当し
ておりましたため、経営分析、金融実務、経理に精通し
ております。

14回全て 14回全て

福田　和夫

長年に亘る銀行勤務を通じての豊富な経験と幅広い知識
を有しているほか、当社の取締役管理部長として、2003
年６月から2009年６月まで財務及び経理部門を担当し、
2009年６月から2015年６月までは監査役として経営上の
意思決定及び執行に対しての監視を行っており、経営分
析、金融実務、経理並びに会社法に精通しております。

14回全て 14回全て

藤崎　直子

上場会社の取締役としての幅広い見識と豊富な経験を有
しているほか、1999年12月から2012年12月まで、上場会
社の経理部門等を担当しておりましたため、財務及び会
計に関する相当程度の知見を有しております。

14回全て 14回全て

平賀　敏秋
弁護士としての高度な専門的知識及び経験、また、他社
の社外役員としての経験・知見等を有しております。

14回全て 14回全て

笹本　憲一

公認会計士としての高度な専門的知識及び経験に基づく
財務及び会計に関する相当程度の知見を有しているほ
か、他社の社外役員としての経験・知見等を有しており
ます。

14回全て 14回全て

中野　秀代

資産運用会社での投資判断における企業・財務分析や、
IR・PR支援会社での経営助言を通じ、国際性を含む豊富
な経験と幅広い見識を有しているほか、他社の社外役員
としての経験・知見等を有しております。

10回全て 10回全て

（注）中野秀代氏は2023年６月22日の第62回定時株主総会において選任され、就任した後の出席回数を記載し
ております。

 
ｂ．監査等委員会の決議及び検討事項

主な決議事項　　：当期監査計画（監査方針・重点監査項目・監査方法・業務分担）、株主総会議案等に関す

る意見形成及び監査報告書作成、監査等委員である取締役の月額報酬改定

具体的な検討事項：常勤監査等委員による監査報告の内容、マテリアリティKPIの進捗達成状況、内部監査の

状況

 

ｃ．監査等委員の活動状況

各監査等委員は、取締役会に出席し、それぞれの専門的な知見等を活かし、妥当性及び適法性の見地から監

査を実施しております。

常勤監査等委員は、主な社内会議への出席、重要書類の閲覧、事業所及び子会社の往査、取締役へのヒアリ

ング等により、妥当性、適法性及び効率性等につき監査又は調査を実施しているほか、内部監査責任者及び会

計監査人と定期的な意見交換を行っております。また、サステナビリティ委員会へオブザーバーとして出席

し、マテリアリティKPIの進捗状況等について監査を実施しております。なお、当期の重点監査項目として、

内部統制の評価及び監査の実施基準改訂に係る対応、各部門におけるリスクと当該リスクへの対応の確認、収

益認識（売上過大計上リスク）につき監査を実施しております。

 

②　内部監査の状況

当社における内部監査は、社長直轄となる内部監査室の人員２名（うち１名は内部監査責任者）が、内部監査

規程及び内部監査実施マニュアルに基づき実施しており、必要に応じて他の部署の者を内部監査担当者に任命

し、監査業務に従事させております。なお、内部監査につきましては、社長及び取締役会・監査等委員会へ報

告、答申等を行うデュアルレポーティング制度を採用しております。

監査等委員、内部監査人と会計監査人との連携につきましては、監査計画策定時において協議を行う他、会計

監査人による棚卸立会及び実査に監査等委員又は内部監査室が立ち会います。また、監査等委員会は会計監査人

及び内部監査責任者よりそれぞれの監査結果の報告を受け、問題点の確認等を行います。
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③　会計監査の状況

ａ．監査法人の名称

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

 

ｂ．継続監査期間

22年間

 

ｃ．業務を執行した公認会計士の氏名

指定社員　業務執行社員：宮之原大輔

指定社員　業務執行社員：三浦　英樹

 

ｄ．監査業務に係る補助者の構成

公認会計士12名、その他９名

 

ｅ．監査法人の選定方針と理由

会計監査人である監査法人の選定又は再任に当たっては、監査法人の概要、品質管理体制、独立性及び監査

の実施体制等に関する書面を受領し、監査等委員会においてその内容の適法性及び監査の妥当性等を検討した

うえで選定又は再任についての判断をすることとしております。

なお、監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある等、その必要があると判断した場合は、株主

総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。

また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当し、解任が相当である

と認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任します。この場合、監査等委員会が

選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理

由を報告いたします。

 

ｆ．監査等委員会による会計監査人である監査法人の評価

当社の監査等委員会は、会計監査人である監査法人に対して評価を行っております。評価に関する下記手続

の結果、監査の方法及び結果は相当であると判断いたしました。

（評価手続の概要）

会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、

会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監

査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げ

る事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している

旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
 

④　監査報酬の内容等

ａ．監査公認会計士等に対する報酬

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づ
く報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

監査証明業務に基づ
く報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

提出会社 25 － 25 －

連結子会社 － － － －

計 25 － 25 －

 

ｂ．監査公認会計士等と同一のネットワークに属する組織に対する報酬（ａ．を除く）

該当事項はありません。

 

ｃ．その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

前連結会計年度及び当連結会計年度において、連結子会社である日進工具香港有限公司については、当社の

会計監査人以外の公認会計士又は監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有する者を含む）の

監査を受けております。

 

ｄ．監査報酬の決定方針

監査日数、内容を総合的に勘案して決定しております。

 

ｅ．監査等委員会が会計監査人の報酬等に同意した理由

当社の監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠

などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、上場企業の監査報酬等の水準を勘案し、会計

監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。
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（４）【役員の報酬等】

①　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

ａ．取締役の報酬決定方針及び報酬限度額

取締役の報酬決定方針については、株主総会において承認された報酬限度額を上限として、職責や業績貢

献度を適正に評価した上で、適切に決定するものとしています。

当社は、2024年６月22日の取締役会において取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬

等の内容にかかる決定方針を決議しております。当該取締役会の決議に際しては、あらかじめ決議する内容

について取締役会の任意の諮問機関である指名・報酬委員会の答申を得ております。

また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法及び決

定された報酬等の内容が当該決定方針と整合していることや、指名・報酬委員会からの答申が尊重されるこ

とを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

 

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとお

りです。

〇基本方針

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセン

ティブとして十分に機能するよう株主利益と連動した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際し

ては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針とする。

取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬は、固定報酬としての基本報酬（金銭報酬）、業績

連動報酬等（金銭報酬）及び株式報酬等（非金銭報酬）により構成する。

〇基本報酬の個人別の報酬等の額の決定に関する方針

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、

在任年数に応じて他社水準、経営環境等を考慮しながら、総合的に勘案して決定するものとする。

その額は、指名・報酬委員会が支給案を策定のうえ取締役会に答申し、取締役会において決議するも

のとする。

〇業績連動報酬等の内容及び額の決定に関する方針

業績連動報酬等は、短期的インセンティブとして、当社の業績向上に対する意欲や士気を高めるた

め、業績指標（KPI）を反映した金銭報酬を、賞与として毎年一定の時期に支給するものとする。

その額は、期末における連結営業利益見込額に、指名・報酬委員会からの答申により取締役会が決議

した係数を乗じて計算された総額につき、指名・報酬委員会が取締役（監査等委員である取締役を除

く）の個人別貢献度等を勘案した支給案を策定のうえ取締役会に答申し、取締役会において決議するも

のとする。

〇株式報酬等の内容及び額又は数の算定方法の決定に関する方針

株式報酬等は譲渡制限付き株式報酬とし、中長期的インセンティブとして、当社の業績向上はもとよ

り、株主利益を重視した業務展開を図ることを目的として、退任までの譲渡制限を付した当社株式を、

毎年一定の時期に割当てるものとする。

その額又は数は、指名・報酬委員会が支給案を策定のうえ取締役会に答申し、取締役会において決議

するものとする。

〇基本報酬、業績連動報酬等及び株式報酬等の額の取締役（監査等委員である取締役を除く）の個人別の

報酬等の額に対する割合の決定に関する方針

各報酬の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合については、基本報酬の割合を概ね５割とし、業

績連動報酬等及び株式報酬等の割合を概ね５割とするが、当社の業績向上に対する意欲や士気を高める

とともに株主利益を重視した業務展開を図ることを目的としたインセンティブの性質を考慮し、取締役

（監査等委員である取締役を除く）は株式報酬等を１とした場合の業績連動報酬等が３以上となるよ

う、企業価値向上を図るものとする。

 

監査等委員である取締役の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりです。

〇基本方針

当社の監査等委員である取締役の報酬は、客観的かつ独立した立場から取締役（監査等委員である取

締役を除く）の職務の執行を監査するというその役割に鑑み、固定報酬としての基本報酬（金銭報酬）

のみを支払うこととする。

 

〇基本報酬の個人別の報酬等の額の決定に関する方針

当社の監査等委員である取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、常勤・非常勤の別、取締役（監

査等委員である取締役を除く）の報酬水準、他社水準及び経営環境等を考慮しながら、総合的に勘案し

て決定するものとする。

その額は、監査等委員会で協議のうえ決定するものとする。
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取締役の報酬限度額は、2016年６月24日開催の第55回定時株主総会において、取締役（監査等委員を除

く）について年額500百万円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）、2023年６月

22日開催の第62回定時株主総会において、監査等委員である取締役について年額80百万円以内と決議いただ

いております。なお、上記決議時において、取締役（監査等委員を除く）の員数は５名であり、監査等委員

である取締役の員数は６名でありました。また別枠で、2018年６月22日開催の第57回定時株主総会におい

て、株式報酬型ストックオプションに関する報酬等の額を、取締役（監査等委員を除く）について年額100

百万円以内と決議いただいております。なお、上記決議時において、取締役（監査等委員を除く）の員数は

４名でありました。2022年６月22日開催の第61回定時株主総会において、上記株式報酬型ストックオプショ

ン制度に代え、一定の株式譲渡制限期間及び当社による無償取得事由等の定めがある当社普通株式（以下

「譲渡制限付株式」といいます。）を割当てるための報酬制度を導入し、譲渡制限付株式に関する報酬等の

額を、取締役（監査等委員を除く）について年額150百万円以内と決議いただいております。これに伴い、

取締役（監査等委員を除く）に対する株式報酬型ストックオプションの報酬を廃止しており、今後、株式報

酬型ストックオプションとしての新株予約権の割当ては行いません。（すでに付与済みの株式報酬型ストッ

クオプションは残存します。）なお、上記決議時において、取締役（監査等委員を除く）の員数は４名であ

りました。
 

ｂ．取締役の報酬決定手続

取締役（監査等委員を除く）の報酬決定に当たっては、執行役員の報酬も含め、取締役会は社外取締役を

過半数とする指名・報酬委員会（委員長は社外取締役）に諮問し、その答申を得て決議いたします。また、

中長期的なインセンティブとしての報酬設計等に関し、適宜、指名・報酬委員会において議論を行っており

ます。監査等委員である取締役の報酬決定に当たっては、上記限度額の範囲内で監査等委員である取締役の

役割・職務の内容を勘案し、監査等委員会での協議により決定いたします。

 

ｃ．指名・報酬委員会の構成及び運営状況

指名・報酬委員会は、取締役会の決議により選定された３名以上の委員により構成されており、委員の過

半数は独立社外取締役となります。当社の業務や業績に関する事項、高度な専門性又は他社の役員経験等の

豊富な知識・経験がある取締役のうち、妥当性や適法性等の見地から、取締役（監査等委員を除く）及び執

行役員の適性等（経験、実績、人物等）や、適正な報酬形態についての検討・判断ができる人選としており

ます。

指名・報酬委員会は、当社が定める指名・報酬委員会規程に基づき運営されます。総務部が事務局とな

り、原則１年に２回以上開催され、取締役会の諮問に応じ、取締役（監査等委員を除く）及び執行役員の指

名・報酬等に関する次の事項につき協議し、取締役会に答申します。

・取締役候補者（監査等委員である取締役を除く）の選任及び取締役（監査等委員である取締役を除

く）の解任に関する事項（方針、規則及び手続等の制定、変更、廃止を含む。）

・執行役員の選任及び解任に関する事項

・代表取締役及び役付取締役の選定及び解職に関する事項

・後継者計画に関して指名・報酬委員会が必要と認めた事項

・取締役（監査等委員である取締役を除く）及び執行役員の個人別の報酬等に関する事項（方針、規則

及び手続等の制定、変更、廃止、個人別の報酬等の内容を含む。）

・その他、上記事項に関し指名・報酬委員会が必要と認めた事項

指名・報酬委員会は2024年３月期において６回開催され、委員長の選定のほか、取締役（監査等委員を除

く）及び執行役員の選任等、代表取締役及び役付取締役の選定、報酬等の総額及び個人別の報酬等の内容、

譲渡制限付株式報酬制度の内容等につき協議を行い、取締役会に答申しました。当事業年度における指名・

報酬委員会の構成及び各委員の出席状況は下記のとおりであります。

役割 役職 氏名 当事業年度における出席状況

委員長 社外取締役（監査等委員） 平賀　敏秋 ６回出席

－ 社外取締役（監査等委員） 藤崎　直子 ６回出席

－ 代表取締役社長 後藤　弘治 ３回出席

 

EDINET提出書類

日進工具株式会社(E01729)

有価証券報告書

37/79



ｄ．取締役の報酬内容

当社の取締役及び執行役員に対する報酬は、固定報酬（役職・職責等に応じた報酬）と変動報酬（業績連

動報酬・譲渡制限付株式報酬）で構成しております。変動報酬については、2022年６月22日開催の第61回定

時株主総会において、株式報酬型ストックオプション制度を廃止し、譲渡制限付株式を割り当てるための報

酬制度を導入しております。なお、監査等委員である取締役については、変動報酬はありません。また、当

社及び国内連結子会社は、2018年６月22日開催の第57回定時株主総会において、経営改革の一環として役員

報酬体系の見直しを行い、役員退職慰労金制度廃止に伴う打切り支給（支給の時期は各役員の退任時）を決

議しております。

固定報酬については、役職・職責等に応じて、経営環境や他社水準などを考慮して適切な水準で設定して

おります。

変動報酬のうち、業績連動報酬については、短期的インセンティブとして、当社の業績向上に対する意欲

や士気を高めるため、期末における連結営業利益見込額に、指名・報酬委員会からの答申により取締役会が

決議した係数を乗じて計算された総額につき、指名・報酬委員会において取締役（監査等委員を除く）及び

執行役員の個人別貢献度等を勘案した支給案を策定したうえで、取締役会に諮られ決議しております。業績

指標として期末における連結営業利益見込額を選定した理由は、当社グループにおける本業から創出した利

益を適正に反映する指標と考えるためであります。なお、当事業年度における報酬確定時の連結営業利益見

込額は1,870百万円であり、これに基づき、業績連動報酬の総額は82百万円となりました。

譲渡制限付株式報酬については、中長期的インセンティブとして、当社の業績向上はもとより、株主の皆

様の利益を重視した業務展開を図ることを目的として付与しているものであり、退任までの譲渡制限を付し

た当社株式を割当てております。

 

②　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる役員
の員数（人）固定報酬 業績連動報酬 非金銭報酬等

取締役（監査等委員を除く）
（社外取締役を除く）

287 162 82 42 4

取締役（監査等委員）
（社外取締役を除く）

31 31 － － 2

社外役員 32 32 － － 4

（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．非金銭報酬等については、全額譲渡制限付株式報酬によるものであります。

 

③　役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上となる者はいないため、個人別の報酬額を開示しておりません。
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（５）【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方
当社は、投機的な取引を行わない方針であり、純投資を目的とした株式保有はいたしません。一方、戦略

的に重要な取引先等の株式を取得することができるものとしており、保有目的が純投資目的以外の目的であ
る投資株式については保有しております。なお、株式の取得に当たっては全て取締役会での審議、承認を必
要としております。
 

②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式
ａ．保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証

の内容
当社は、当該投資先の製品・技術・サービス等が当社にとって代替の効かない又はコスト面も含め代替が

困難であるかについて検討した上で、当社の資本コスト、同株式の保有により得られる配当等の収益や財務
面でのリスク等を総合的に勘案し、保有の合理性を検証することとしており、その検証内容について取締役
会で審議し、保有継続の適否を決定いたします。

 
ｂ．銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

非上場株式 3 8

非上場株式以外の株式 1 21

 

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額（百万円）

株式数の増加の理由

非上場株式 － － －

非上場株式以外の株式 － － －

 

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る売却
価額の合計額（百万円）

非上場株式 － －

非上場株式以外の株式 － －

 
ｃ．特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、業務提携等の概要、
定量的な保有効果

及び株式数が増加した理由

当社の株式の
保有の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

ミクロン精密㈱

15,000 15,000

取引関係強化のため保有して
おります。定量的な保有効果
の記載は困難でありますが、
当社ではセンタレスグライン
ダのトップメーカーである同
社のグラインダを使用してお
り、同社との協力が、当社の
中長期的な企業価値向上に資
すると判断しております。な
お、保有の合理性につきまし
ては、当社の資本コスト及び
同社からの受取配当金等を含
めて総合的に勘案し検証して
おります。

有

21 19
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2023年４月１日から2024年３月31

日まで）の連結財務諸表及び事業年度（2023年４月１日から2024年３月31日まで）の財務諸表について、監査法人

Ａ＆Ａパートナーズにより監査を受けております。

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の

内容を適切に把握し、情報を早期に取得できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入してお

ります。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,497,445 8,893,791

受取手形及び売掛金 ※１ 1,355,962 ※１,※２ 1,305,381

商品及び製品 1,382,932 1,299,036

仕掛品 287,258 325,111

原材料及び貯蔵品 650,308 757,835

その他 124,444 138,620

流動資産合計 12,298,351 12,719,776

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 4,292,783 4,358,634

減価償却累計額 △1,753,819 △1,896,504

建物及び構築物（純額） 2,538,963 2,462,129

機械装置及び運搬具 8,187,386 8,258,183

減価償却累計額 △6,754,679 △7,102,261

機械装置及び運搬具（純額） 1,432,706 1,155,922

土地 800,483 800,483

建設仮勘定 496,119 775,904

その他 1,567,297 1,627,284

減価償却累計額 △1,423,205 △1,460,584

その他（純額） 144,092 166,699

有形固定資産合計 5,412,365 5,361,139

無形固定資産 28,370 24,891

投資その他の資産   

投資有価証券 28,365 29,835

保険積立金 473,748 475,896

繰延税金資産 485,816 478,667

その他 130,620 151,301

貸倒引当金 - △9

投資その他の資産合計 1,118,550 1,135,690

固定資産合計 6,559,285 6,521,721

資産合計 18,857,636 19,241,498
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  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 303,739 173,043

未払法人税等 364,470 240,215

賞与引当金 282,037 278,147

役員賞与引当金 102,927 89,425

その他 378,892 506,500

流動負債合計 1,432,066 1,287,331

固定負債   

長期未払金 224,952 224,952

固定負債合計 224,952 224,952

負債合計 1,657,018 1,512,283

純資産の部   

株主資本   

資本金 455,330 455,330

資本剰余金 418,223 418,223

利益剰余金 16,168,839 16,782,461

自己株式 △112,713 △214,531

株主資本合計 16,929,679 17,441,483

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 4,855 5,883

為替換算調整勘定 50,449 77,924

その他の包括利益累計額合計 55,304 83,807

新株予約権 215,634 203,923

純資産合計 17,200,618 17,729,214

負債純資産合計 18,857,636 19,241,498
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(自　2022年４月１日
　至　2023年３月31日)

当連結会計年度
(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

売上高 9,656,612 9,040,349

売上原価 4,540,866 4,097,517

売上総利益 5,115,746 4,942,831

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 3,007,131 ※１,※２ 3,075,465

営業利益 2,108,615 1,867,366

営業外収益   

受取利息 49 86

受取配当金 1,073 695

受取手数料 1,143 1,043

受取賃貸料 6,000 4,300

助成金収入 1,613 -

作業くず売却益 31,049 22,373

保険解約返戻金 12,390 11,653

その他 5,647 9,062

営業外収益合計 58,967 49,215

営業外費用   

賃貸費用 8,458 6,771

支払手数料 7 934

為替差損 27,445 -

その他 44 100

営業外費用合計 35,955 7,807

経常利益 2,131,627 1,908,774

特別利益   

固定資産売却益 ※３ 3,655 ※３ 1,828

特別利益合計 3,655 1,828

特別損失   

固定資産売却損 - ※４ 444

固定資産除却損 ※５ 718 ※５ 3,975

投資有価証券評価損 24,289 -

特別損失合計 25,008 4,420

税金等調整前当期純利益 2,110,274 1,906,182

法人税、住民税及び事業税 708,591 579,155

法人税等調整額 △73,519 6,707

法人税等合計 635,072 585,863

当期純利益 1,475,202 1,320,319

非支配株主に帰属する当期純利益 - -

親会社株主に帰属する当期純利益 1,475,202 1,320,319
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【連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(自　2022年４月１日
　至　2023年３月31日)

当連結会計年度
(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当期純利益 1,475,202 1,320,319

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1,322 1,028

為替換算調整勘定 48,277 27,474

その他の包括利益合計 ※１ 49,600 ※１ 28,503

包括利益 1,524,802 1,348,822

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 1,524,802 1,348,822

非支配株主に係る包括利益 - -

 

EDINET提出書類

日進工具株式会社(E01729)

有価証券報告書

44/79



③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自2022年４月１日　至2023年３月31日）

     (単位：千円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 455,330 418,223 15,271,863 △200,791 15,944,625

当期変動額      

剰余金の配当   △560,741  △560,741

親会社株主に帰属する
当期純利益   1,475,202  1,475,202

自己株式の取得    △41 △41

自己株式の処分  △17,485  88,119 70,634

自己株式処分差損の振替  17,485 △17,485  -

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

    -

当期変動額合計 - - 896,975 88,078 985,054

当期末残高 455,330 418,223 16,168,839 △112,713 16,929,679

 

      

 その他の包括利益累計額
新株予約権 純資産合計

 
その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

その他の包括
利益累計額合計

当期首残高 3,532 2,171 5,704 215,634 16,165,964

当期変動額      

剰余金の配当     △560,741

親会社株主に帰属する
当期純利益     1,475,202

自己株式の取得     △41

自己株式の処分     70,634

自己株式処分差損の振替     -

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

1,322 48,277 49,600 - 49,600

当期変動額合計 1,322 48,277 49,600 - 1,034,654

当期末残高 4,855 50,449 55,304 215,634 17,200,618
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当連結会計年度（自2023年４月１日　至2024年３月31日）

     (単位：千円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 455,330 418,223 16,168,839 △112,713 16,929,679

当期変動額      

剰余金の配当   △684,574  △684,574

親会社株主に帰属する
当期純利益   1,320,319  1,320,319

自己株式の取得    △199,938 △199,938

自己株式の処分  △22,122  98,119 75,996

自己株式処分差損の振替  22,122 △22,122  -

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

     

当期変動額合計 - - 613,622 △101,818 511,803

当期末残高 455,330 418,223 16,782,461 △214,531 17,441,483

 

      

 その他の包括利益累計額
新株予約権 純資産合計

 
その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

その他の包括
利益累計額合計

当期首残高 4,855 50,449 55,304 215,634 17,200,618

当期変動額      

剰余金の配当     △684,574

親会社株主に帰属する
当期純利益     1,320,319

自己株式の取得     △199,938

自己株式の処分     75,996

自己株式処分差損の振替     -

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

1,028 27,474 28,503 △11,711 16,792

当期変動額合計 1,028 27,474 28,503 △11,711 528,595

当期末残高 5,883 77,924 83,807 203,923 17,729,214
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(自　2022年４月１日
　至　2023年３月31日)

当連結会計年度
(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 2,110,274 1,906,182

減価償却費 669,912 627,527

賞与引当金の増減額（△は減少） 40,556 △3,890

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 893 △13,502

受取利息及び受取配当金 △1,122 △782

保険解約返戻金 △12,390 △11,653

固定資産売却損益（△は益） △3,655 △1,383

固定資産除却損 718 3,975

投資有価証券評価損益（△は益） 24,289 -

売上債権の増減額（△は増加） △9,231 62,559

棚卸資産の増減額（△は増加） △479,520 △61,484

その他の流動資産の増減額（△は増加） △22,765 △18,892

仕入債務の増減額（△は減少） 39,455 △137,261

その他の流動負債の増減額（△は減少） △18,539 116,027

その他 60,848 57,979

小計 2,399,723 2,525,402

利息及び配当金の受取額 1,122 782

法人税等の支払額 △786,491 △691,610

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,614,354 1,834,573

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △100,000 -

定期預金の払戻による収入 100,000 -

有形固定資産の取得による支出 △684,059 △554,465

有形固定資産の売却による収入 4,523 1,930

無形固定資産の取得による支出 △2,490 △8,801

保険積立金の解約による収入 12,560 12,929

保険積立金の積立による支出 △469,457 △1,596

その他 1,670 △25,244

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,137,251 △575,247

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △41 △199,938

配当金の支払額 △560,820 △683,951

その他 - 11

財務活動によるキャッシュ・フロー △560,861 △883,877

現金及び現金同等物に係る換算差額 37,949 20,897

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △45,809 396,345

現金及び現金同等物の期首残高 8,443,254 8,397,445

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 8,397,445 ※１ 8,793,791
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項
(1）連結子会社の数
　前連結会計年度5社、当連結会計年度5社
連結子会社名
株式会社ジーテック
株式会社牧野工業
株式会社日進エンジニアリング
日進工具香港有限公司
NS TOOL USA,INC.

 
２．持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。
 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、日進工具香港有限公司及びNS TOOL USA,INC.の決算日は、12月31日であります。

連結財務諸表の作成に当たっては、同決算日現在の財務諸表を使用しております。ただし、１月１日から連結
決算日３月31日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。その他の連
結子会社の決算日は連結会計年度と一致しております。
 

４．会計方針に関する事項
(1）重要な資産の評価基準及び評価方法
イ 有価証券

(イ）その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用してお
ります。
市場価格のない株式等
 移動平均法による原価法を採用しております。

ロ 棚卸資産

 (イ）製品、原材料

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）
(ロ）仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）
(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ 有形固定資産

 当社及び国内連結子会社は定率法を、在外連結子会社は定額法によっております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した
建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ３～38年

機械装置及び運搬具 ２～17年

その他 ２～20年
ロ 無形固定資産

 定額法を採用しております。

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

(3）重要な引当金の計上基準
イ 賞与引当金

従業員賞与の支出に備えるため支給見込額のうち、当連結会計年度負担額を計上しております。
ロ 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当連結会計年度において予想される支給見込額に基づき、
当連結会計年度の負担額を計上しております。

(4）退職給付に係る会計処理の方法
当社及び国内連結子会社は、確定拠出年金制度を採用しております。確定拠出年金制度の退職給付に係る費

用は、拠出時に費用として認識しております。
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(5）重要な収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社は、主に完成した製品を顧客に供給することを履行義務としており、原則として製品の

納入時点において支配が顧客に移転して履行義務が充足されると判断していることから、当該時点において収
益を認識しております。ただし、国内の販売においては、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時ま
での期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。
また、収益は顧客との契約において約束された対価から、値引き等を控除した金額で測定しております。

(6）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であ

り、かつ価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。

 

（表示方法の変更）

（連結損益計算書）
前連結会計年度において「営業外費用」の「その他」に含めて表示しておりました「支払手数料」は、営業外

費用の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更
を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。
この結果、前連結会計年度の連結財務諸表において「営業外収益」の「その他」に表示していた51千円は、

「支払手数料」7千円、「その他」44千円として組み替えております。
 

（連結貸借対照表関係）

※１　受取手形及び売掛金のうち、顧客との契約から生じた債権の金額は、それぞれ以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2023年３月31日）
当連結会計年度

（2024年３月31日）

受取手形 119,101千円 117,785千円

売掛金 1,236,860 1,187,595

 
※２　連結会計年度末日満期手形

連結会計年度末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。
なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形は、満期日に決済が行われたも

のとして処理しております。

 
前連結会計年度

（2023年３月31日）
当連結会計年度

（2024年３月31日）

受取手形 －千円 5,287千円
 

（連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2022年４月１日
　　至　2023年３月31日）

当連結会計年度
（自　2023年４月１日

　　至　2024年３月31日）

役員報酬 265,685千円 280,168千円

給与手当 636,680 669,197

退職給付費用 26,773 28,564

賞与引当金繰入額 116,475 112,842

役員賞与引当金繰入額 102,927 89,425

研究開発費 422,981 409,994

 
 
※２　一般管理費に含まれる研究開発費の総額

 
 
 

前連結会計年度
（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

当連結会計年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

 422,981千円 409,994千円

 
※３　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

当連結会計年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

機械装置及び運搬具 3,655 1,828

 
※４　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

当連結会計年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

機械装置及び運搬具 －千円 444千円

 

 

※５　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。
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前連結会計年度

（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

当連結会計年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

建物及び構築物 －千円 112千円

機械装置及び運搬具 321 620

建設仮勘定 － 3,000

その他 397 241

計 718 3,975

 

（連結包括利益計算書関係）

※１　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

当連結会計年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 1,890千円 1,470千円
税効果額 △567 △441

その他有価証券評価差額金 1,322 1,028

為替換算調整勘定：   

当期発生額 48,277 27,474

その他の包括利益合計 49,600 28,503

 

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自2022年４月１日　至2023年３月31日）
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 25,035,034 － － 25,035,034

合計 25,035,034 － － 25,035,034

自己株式（注）１・２     

普通株式 135,138 28 59,300 75,866

合計 135,138 28 59,300 75,866

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加28株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
２．普通株式の自己株式の株式数の減少59,300株は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分によるもの

であります。
 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社
ストック・オプション
としての新株予約権

－ － － － － 215,634

 合計 － － － － － 215,634

 
３．配当に関する事項
(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2022年６月22日
定時株主総会

普通株式 311,248 12.5 2022年３月31日 2022年６月23日

2022年10月31日
取締役会

普通株式 249,492 10 2022年９月30日 2022年12月１日

 
 

EDINET提出書類

日進工具株式会社(E01729)

有価証券報告書

50/79



(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2023年６月22日
定時株主総会

普通株式 311,989 利益剰余金 12.5 2023年３月31日 2023年６月23日

 
当連結会計年度（自2023年４月１日　至2024年３月31日）
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 25,035,034 － － 25,035,034

合計 25,035,034 － － 25,035,034

自己株式
（注）１・２・３・４

    

普通株式 75,866 178,450 69,178 185,138

合計 75,866 178,450 69,178 185,138

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加177,700株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加であり
ます。

２．普通株式の自己株式の株式数の増加750株は、譲渡制限付株式報酬制度の譲渡制限解除に伴う無償取得に
よる増加であります。

３．普通株式の自己株式の株式数の減少11,878株は、新株予約権の行使による減少であります。
４．普通株式の自己株式の株式数の減少57,300株は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分によるもの

であります。
 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社
ストック・オプション
としての新株予約権

－ － － － － 203,923

 合計 － － － － － 203,923

 
３．配当に関する事項
(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2023年６月22日
定時株主総会

普通株式 311,989 12.5 2023年３月31日 2023年６月23日

2023年10月31日
取締役会

普通株式 372,584 15 2023年９月30日 2023年12月１日

 
(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2024年６月21日
定時株主総会

普通株式 310,623 利益剰余金 12.5 2024年３月31日 2024年６月24日

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前連結会計年度
（自 2022年４月１日
至 2023年３月31日）

当連結会計年度
（自 2023年４月１日
至 2024年３月31日）

現金及び預金勘定 8,497,445千円 8,893,791千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △100,000 △100,000

現金及び現金同等物 8,397,445 8,793,791

 

（リース取引関係）

該当事項はありません。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については、一時的な余資はリスクの僅少な預金等に限定して運用しておりま

す。また、資金調達については、主にエクイティ・ファイナンスによる方針であります。

なお、当社グループは投機的な取引は行わない方針であり、デリバティブ取引についてはヘッジを含めて利

用しておりません。

(2）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海外への売上にあた

り生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、当社グループにおきましては円建

て取引のウェイトが高いことから、外貨建債権の金額は僅少であります。

投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されております。定期的に時価や発行企業の財務状況等を把握

することで減損懸念の早期把握や軽減を図っております。

営業債務である買掛金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。

法人税、住民税（都道府県民税及び市町村民税をいう。）及び事業税の未払額である未払法人税等は、２ヶ

月以内に納付期限が到来するものであります。

(3）金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、与信管理規程に従い、営業債権について、営業部門が主要な取引先の状況を定期的にモ

ニタリングし、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期

把握や軽減を図っております。

②　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社グループは、各社月次で資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性

リスクを管理しております。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

前連結会計年度（2023年３月31日）

2023年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、市場価格のない株式等は、その他有価証券には含めておりません（（注）２．参照）。

 連結貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）

投資有価証券    

　その他有価証券（注）２ 19,575 19,575 －

（注）１．「現金及び預金」については、現金であること並びに預金、「受取手形及び売掛金」、「買掛金」

及び「未払法人税等」は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似するものであることか

ら、注記を省略しております。

２．市場価格のない株式等は、投資有価証券の「その他有価証券」には含まれておりません。当該金融

商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりです。

区分
当連結会計年度

（2023年３月31日）

非上場株式 8,790千円
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当連結会計年度（2024年３月31日）

　2024年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、市場価格のない株式等は、その他有価証券には含めておりません（（注）２．参照）。

 連結貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）

投資有価証券    

　その他有価証券（注）２ 21,045 21,045 －

（注）１．「現金及び預金」については、現金であること並びに預金、「受取手形及び売掛金」、「買掛金」

及び「未払法人税等」は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似するものであることか

ら、注記を省略しております。

２．市場価格のない株式等は、投資有価証券の「その他有価証券」には含まれておりません。当該金融

商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりです。

区分
当連結会計年度

（2024年３月31日）

非上場株式 8,790千円
 

３．金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額
前連結会計年度（2023年３月31日）

 
１年以内
(千円）

１年超
５年以内
(千円）

５年超
10年以内
(千円）

10年超
(千円）

現金及び預金 8,497,445 － － －

受取手形及び売掛金 1,355,962 － － －

合計 9,853,407 － － －

 
当連結会計年度（2024年３月31日）

 
１年以内
(千円）

１年超
５年以内
(千円）

５年超
10年以内
(千円）

10年超
(千円）

現金及び預金 8,893,791 － － －

受取手形及び売掛金 1,305,381 － － －

合計 10,199,172 － － －

 
３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに

分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定された時価

 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ

属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 

(1）時価をもって連結貸借対照表に計上している金融商品

前連結会計年度（2023年３月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

その他有価証券（上場株式） 19,575 － － 19,575

 

当連結会計年度（2024年３月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

その他有価証券（上場株式） 21,045 － － 21,045
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(2）時価をもって連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

前連結会計年度（2023年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（2024年３月31日）

　該当事項はありません。

 

（注）　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価

をレベル１の時価に分類しております。

 

（有価証券関係）

１．その他有価証券
前連結会計年度（2023年３月31日）

 種類
連結貸借対照表
計上額（千円）

取得原価
（千円）

差額
（千円）

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

株式 19,575 12,635 6,940

合計 19,575 12,635 6,940

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額8,790千円）については、上記には含まれておりません。
 
当連結会計年度（2024年３月31日）

 種類
連結貸借対照表
計上額（千円）

取得原価
（千円）

差額
（千円）

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

株式 21,045 12,635 8,410

合計 21,045 12,635 8,410

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額8,790千円）については、上記には含まれておりません。
 

２．減損処理を行った有価証券
前連結会計年度において、投資有価証券（その他有価証券の株式）について24,289千円の減損処理を行ってお

ります。
なお、減損処理にあたっては、市場価格のない株式等の有価証券については、当該株式の発行会社の財政状態

等を勘案して実質価額の回復可能性を検討し、回復可能性がないと判断されるものについては実質価額まで減損
処理を行っております。
 

（デリバティブ取引関係）

　当社グループは、前連結会計年度及び当連結会計年度のいずれにおいてもデリバティブ取引をまったく利用して
おりませんので、該当事項はありません。

 

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要
当社及び国内連結子会社は、確定拠出年金制度を採用しております。

 
２．確定拠出制度

当社及び国内連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度71,794千円、当連結会計年度73,228
千円であります。

 

EDINET提出書類

日進工具株式会社(E01729)

有価証券報告書

54/79



（ストック・オプション等関係）

１．ストック・オプション及び譲渡制限付株式報酬に係る費用計上額及び科目名
（単位：千円）

 
前連結会計年度

（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

当連結会計年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

売上原価 450 1,815

販売費及び一般管理費 60,397 56,154

 
２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況
(1）ストック・オプションの内容

 
2018年ストック・

オプション

2019年ストック・

オプション

2020年ストック・

オプション

2021年ストック・

オプション

付与対象者の区分及び人数

当社取締役　　　 ４名

（注）１

当社執行役員　　 ５名

当社子会社取締役 ４名

当社取締役　　　 ４名

（注）１

当社執行役員　　 ５名

当社子会社取締役 ４名

当社取締役　　　 ５名

（注）１

当社執行役員　　 ５名

当社子会社取締役 ３名

当社取締役　　　 ４名

（注）１

当社執行役員　　 ４名

当社子会社取締役 １名

株式の種類別のストック・

オプションの数

（注）２・３

普通株式 54,956株 普通株式 81,746株 普通株式 66,590株 普通株式 42,608株

付与日 2018年７月17日 2019年７月16日 2020年７月14日 2021年７月13日

権利確定条件 定めておりません。 同左 同左 同左

対象勤務期間 定めておりません。 同左 同左 同左

権利行使期間
自2018年７月18日

至2048年７月17日

自2019年７月17日

至2049年７月16日

自2020年７月15日

至2050年７月14日

自2021年７月14日

至2051年７月13日

（注）１　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）が付与対象者であります。
２　株式数に換算して記載しております。
３　2021年４月１日付で実施した１株を２株とする株式分割の影響を考慮しております。

 
(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度（2024年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ
ションの数については、株式数に換算して記載しております。なお、2021年４月１日付で実施した１株を２
株とする株式分割の影響を考慮しております。

 
①ストック・オプションの数

 
2018年ストック・

オプション

2019年ストック・

オプション

2020年ストック・

オプション

2021年ストック・

オプション

権利確定前（株）     

前連結会計年度末 － － － －

付与 － － － －

失効 － － － －

権利確定 － － － －

未確定残 － － － －

権利確定後（株）     

前連結会計年度末 47,106 70,070 59,082 42,608

権利確定 － － － －

権利行使 2,616 3,892 3,004 2,366

失効 － － － －

未行使残 44,490 66,178 56,078 40,242

 
②単価情報

 
2018年ストック・

オプション

2019年ストック・

オプション

2020年ストック・

オプション

2021年ストック・

オプション

権利行使価格   （円） 1 1 1 1

行使時平均株価　（円） 1,058 1,058 1,058 1,058

付与日における公正な

評価単価（円）
1,175 723 954 1,250

 
３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

該当事項はありません。
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４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法
基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用し

ております。
 

５．譲渡制限付株式報酬の内容、規模及びその変動状況
(1）譲渡制限付株式報酬の内容

 
2022年７月譲渡制限付

株式報酬

2022年12月譲渡制限付

株式報酬

2023年7月譲渡制限付

株式報酬

2023年12月譲渡制限付

株式報酬

付与対象者の区分及び人数

当社取締役　　　 ４名

（注）１

当社執行役員　　 ４名

当社子会社取締役 １名

当社従業員　　　 26名

当社子会社従業員 13名

当社取締役　　　 ４名

（注）１

当社執行役員　　 ３名

当社子会社取締役 １名

当社従業員　　　 27名

当社子会社従業員 16名

譲渡制限株式の数 普通株式 49,400株 普通株式 9,900株 普通株式 46,400株 普通株式 10,900株

付与日 2022年７月20日 2022年12月１日 2023年７月20日 2023年12月１日

譲渡制限期間 （注）２
自2022年12月１日

至2025年12月１日
（注）２

自2023年12月１日

至2026年12月１日

解除条件 （注）３．５ （注）４．５ （注）３．５ （注）４．５

（注）１　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）が付与対象者であります。
２　付与日から当社の取締役及び執行役員、当社の子会社の取締役のいずれの地位からも退任するまで
の期間（ただし、本割当株式の交付の日の属する事業年度の経過後３ヶ月を経過するまでに退任する
場合につき、付与日の翌年７月１日時点とします。）
上記に定める譲渡制限期間（以下「本譲渡制限期間」といいます。）において、対象取締役等は割

り当てられた本割当株式につき、第三者に対して譲渡、質権の設定、譲渡担保権の設定、生前贈与、
遺贈その他一切の処分行為をすることができないものとします（以下「譲渡制限」といいます。）。

３　当社は、譲渡制限付株式の割当てを受けた対象取締役等が、割当日の直前の当社定時株主総会の日
から翌年の定時株主総会の日までの期間（以下「本役務提供期間」という）、継続して当社の取締役
及び執行役員、当社の子会社の取締役のいずれかの地位にあったことを条件として、本割当株式の全
部について、本譲渡制限期間が満了した時点をもって譲渡制限を解除します。但し、対象取締役等
が、当社の取締役会が正当と認める理由により、本役務提供期間が満了する前に上記の地位を喪失し
た場合には、譲渡制限を解除する本割当株式の数及び譲渡制限を解除する時期を必要に応じて合理的
に調整するものとします。

４　本譲渡制限期間中、継続して当社の取締役、執行役員及び従業員、当社の子会社の取締役及び従業
員のいずれかの地位にあったことを条件として、本割当株式の全部について、本譲渡制限期間が満了
した時点をもって譲渡制限を解除します。但し、対象従業員が、当社の取締役会が正当と認める理由
により、本譲渡制限期間が満了する前に上記の地位を喪失した場合には、譲渡制限を解除する本割当
株式の数及び譲渡制限を解除する時期を必要に応じて合理的に調整するものとします。

５　組織再編等における取扱い
本譲渡制限期間中に、当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全子会社となる株式交換契約又は

株式移転計画その他の組織再編等に関する事項が当社の株主総会（但し、当該組織再編等に関して当
社の株主総会による承認を要さない場合においては、当社の取締役会）で承認された場合には、当社
の取締役会の決議により、本役務提供期間の開始日から当該組織再編等の承認の日までの期間を踏ま
えて合理的に定める数の本割当株式について、当該組織再編等の効力発生日に先立ち、譲渡制限を解
除します。上記に規定する場合には、当社は、譲渡制限が解除された直後の時点において、なお譲渡
制限が解除されていない本割当株式を当然に無償で取得します。
ただし、上記の定めにかかわらず、組織再編等の効力発生日が付与日の翌年７月１日以前である場

合には、当該効力発生日に先立ち、譲渡制限が解除されていない本割当株式の全部を、当社は当然に
無償で取得します。

 
(2）譲渡制限付株式報酬の規模及びその変動状況
①株式数

 
2022年７月譲渡制限付

株式報酬

2022年12月譲渡制限付

株式報酬

2023年７月譲渡制限付

株式報酬

2023年12月譲渡制限付

株式報酬

前連結会計年度末 49,400 9,900 － －

付与 － － 46,400 10,900

無償取得 750 － － －

譲渡制限解除 2,250 － － －

未解除残 46,400 9,900 46,400 10,900

②単価情報

 
2022年７月譲渡制限付

株式報酬

2022年12月譲渡制限付

株式報酬

2023年７月譲渡制限付

株式報酬

2023年12月譲渡制限付

株式報酬

付与日における公正な
評価単価

1,207 1,112 1,163 1,029

 
(3）公正な評価単価の見積方法

取締役会決議日の前営業日における東京証券取引所における当社普通株式の終値としております。
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（企業結合等関係）

該当事項はありません。
 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（2023年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（2024年３月31日）

繰延税金資産    

未払事業税 23,790千円 16,945千円

賞与引当金 87,623  86,578

棚卸資産 145,539  139,843

連結会社間内部利益消去 39,599  32,871

未払費用 31,911  30,019

長期未払金 68,111  68,111

固定資産評価損否認 13,616  13,616

その他 103,121  118,821

小計 513,315  506,809

評価性引当額 △21,312  △21,665

繰延税金資産合計 492,002  485,143

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △2,084  △2,526

海外子会社の留保利益 △4,101  △3,950

繰延税金負債合計 △6,186  △6,476

繰延税金資産の純額 485,816  478,667

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

前連結会計年度及び当連結会計年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差

異が法定実効税率の100分の５以下であるため注記を省略しております。

 

（資産除去債務関係）

前連結会計年度及び当連結会計年度
賃借契約に関連する敷金が資産に計上されているため、当該資産除去債務の負債計上に代えて、当該不動産賃借

契約に係る敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、そのうち当連結会計年度の負担
に属する金額を費用に計上する方法によっております。
この見積りにあたり、使用見込期間は、不動産賃借契約開始からの平均退去年数である10年を用いております。
また、敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額のうち、前連結会計年度の負担に属する金額は5,500

千円、当連結会計年度の負担に属する金額は6,423千円であり、敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金
額は前連結会計年度末は30,250千円、当連結会計年度末は51,526千円であります。
 

（賃貸等不動産関係）

前連結会計年度（2023年３月31日）

重要性が乏しいため注記を省略しております。

 

当連結会計年度（2024年３月31日）

重要性が乏しいため注記を省略しております。
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（収益認識関係）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）
 

 

前連結会計年度

（自　2022年４月１日

至　2023年３月31日）

当連結会計年度

（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

エンドミル（６mm以下） 7,483,517 7,153,601

エンドミル（６mm超） 891,836 785,736

エンドミル（その他） 536,445 438,737

その他 744,813 662,273

顧客との契約から生じる収益 9,656,612 9,040,349

その他の収益 － －

外部顧客への売上高 9,656,612 9,040,349

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

当社グループは、以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。

 

ステップ１：顧客との契約を識別する。

ステップ２：契約における履行義務を識別する。

ステップ３：取引価格を算定する。

ステップ４：取引価格を契約における別個の履行義務へ配分する。

ステップ５：履行義務を充足した時点で（又は充足するに応じて）収益を認識する。

 

当社グループは、製品の製造様式、製品の市場及び顧客を系統的に区分した製品部門別に事業活動を展開し

ており、主力事業である超硬小径エンドミルを中心とした切削工具の製造販売にかかる「エンドミル関連」

と、工具ケースを中心としたプラスチック成形品の製造販売にかかる「その他」の２つを事業セグメントとし

ております。これらの製品については、主に完成した製品を顧客に供給することを履行義務としており、原則

として製品の納入時点において支配が顧客に移転して履行義務が充足されると判断していることから、当該時

点において収益を認識しております。ただし、国内の販売においては、出荷時から当該製品の支配が顧客に移

転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用しております。ま

た、顧客との契約において約束された対価から、値引き等を控除した金額で測定しております。

 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年

度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関す

る情報

(1）契約資産及び契約負債の残高等

当社及び連結子会社の契約資産及び契約負債については、残高に重要性が乏しく、重要な変動も発生して

いないため、記載を省略しております。また、過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から、

当連結会計年度に認識した収益に重要性はありません。

(2）残存履行義務に配分した取引価格

当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想される契約期間が１

年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略しております。また、顧客との契約

から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ
り、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているも
のであります。

当社グループでは、製品の製造様式、製品の市場及び顧客を系統的に区分した製品部門別に戦略を構築

し、事業活動を展開しております。

したがって、当社グループは製品部門別のセグメントから構成されており、「エンドミル関連」と「その

他」の２つを事業セグメントとしております。「エンドミル関連」は当社グループが営む主力の事業であ

り、超硬小径エンドミルを中心とした切削工具の製造販売にかかる事業であります。また、「その他」は工

具ケースを中心としたプラスチック成形品の製造販売にかかる事業等であります。なお、「エンドミル関

連」は、製品のサイズ等により、エンドミル（６mm以下）、エンドミル（６mm超）、エンドミル（その他）

に区分しております。

なお、「その他」の事業セグメントの売上高、利益又は損失の額及び資産の金額がいずれもすべての事業

セグメントの合計額の10％未満であるため、報告セグメントを１つとしております。

 
【関連情報】

前連結会計年度（自2022年４月１日 至2023年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報
単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省

略しております。
 

２．地域ごとの情報
(1）売上高

（単位：千円）

日本 中国 その他の地域 合計

7,059,885 1,341,602 1,255,125 9,656,612

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

(2）有形固定資産
本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略しております。
 

３．主要な顧客ごとの情報
（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高

株式会社サカイ 1,417,247

（注）当連結グループは報告セグメントが１つであるため、関連するセグメント名の記載を省略しております。
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当連結会計年度（自2023年４月１日 至2024年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報
単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省

略しております。
 

２．地域ごとの情報
(1）売上高

（単位：千円）

日本 中国 その他の地域 合計

6,760,053 1,045,385 1,234,910 9,040,349

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

(2）有形固定資産
本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略しております。
 

３．主要な顧客ごとの情報
（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高

株式会社サカイ 1,387,592

（注）当連結グループは報告セグメントが１つであるため、関連するセグメント名の記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】
前連結会計年度及び当連結会計年度
該当事項はありません。

 
【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】
前連結会計年度及び当連結会計年度
該当事項はありません。

 
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】
前連結会計年度及び当連結会計年度
該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

前連結会計年度（自2022年４月１日　至2023年３月31日）
関連当事者との取引
(1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引
（ア）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

該当事項はありません。
 

（イ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等
該当事項はありません。

 
当連結会計年度（自2023年４月１日　至2024年３月31日）
関連当事者との取引
(1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引
（ア）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

該当事項はありません。
 

（イ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等
該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 
 
 

前連結会計年度
（自 2022年４月１日

至 2023年３月31日）

当連結会計年度
（自 2023年４月１日

至 2024年３月31日）

１株当たり純資産額 680.51円 705.25円

１株当たり当期純利益 59.16円 53.03円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 58.64円 52.59円

（注）１．１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりで
あります。

 
前連結会計年度

（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

当連結会計年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

１株当たり当期純利益   

親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 1,475,202 1,320,319

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期
純利益（千円）

1,475,202 1,320,319

普通株式の期中平均株式数（株） 24,937,664 24,899,207

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

親会社株主に帰属する当期純利益調整額
（千円）

－ －

普通株式増加数（株） 218,677 206,856

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含めなかった
潜在株式の概要

－ －

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
 

⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

該当事項はありません。

 

【資産除去債務明細表】

資産除去債務に関しては、資産除去債務の負債計上に代えて、不動産賃貸借契約に関連する敷金の回収が最終

的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、そのうち当期の負担に属する金額を費用に計上する方法を

採用しているため該当事項はありません。

 

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（千円） 2,204,375 4,416,701 6,749,712 9,040,349

税金等調整前四半期（当期）

純利益（千円）
332,280 770,942 1,362,931 1,906,182

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益（千円）
199,308 507,497 928,573 1,320,319

１株当たり四半期（当期）

純利益（円）
7.98 20.34 37.27 53.03

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益

（円）
7.98 12.36 16.95 15.76
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(2023年３月31日)
当事業年度

(2024年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,838,891 7,305,439

売掛金 ※１ 905,001 ※１ 915,597

商品及び製品 1,276,998 1,179,209

仕掛品 239,458 274,079

原材料及び貯蔵品 566,394 692,442

前払費用 68,614 84,664

関係会社短期貸付金 50,000 25,000

１年内回収予定の関係会社長期貸付金 25,270 25,270

その他 ※１ 42,099 ※１ 22,828

流動資産合計 10,012,728 10,524,532

固定資産   

有形固定資産   

建物 2,277,826 2,177,726

構築物 54,249 46,665

機械及び装置 1,153,851 931,420

車両運搬具 18,239 17,070

工具、器具及び備品 87,593 89,228

土地 706,238 706,238

建設仮勘定 347,065 500,889

有形固定資産合計 4,645,063 4,469,238

無形固定資産   

ソフトウエア 20,805 20,597

ソフトウエア仮勘定 5,467 2,376

その他 1,629 1,513

無形固定資産合計 27,901 24,486

投資その他の資産   

投資有価証券 28,365 29,835

関係会社株式 388,089 388,089

出資金 2,115 2,115

関係会社長期貸付金 101,080 75,810

繰延税金資産 410,569 407,781

差入保証金 3,750 3,754

敷金 108,143 126,510

保険積立金 473,518 476,943

長期前払費用 6,176 7,252

その他 ※１ 11,738 2,000

投資その他の資産合計 1,533,545 1,520,091

固定資産合計 6,206,511 6,013,817

資産合計 16,219,239 16,538,349
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(2023年３月31日)
当事業年度

(2024年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 ※１ 378,190 ※１ 234,907

未払金 ※１ 75,992 ※１ 157,167

未払費用 ※１ 164,394 ※１ 153,672

未払法人税等 306,392 202,072

前受金 1,100 163

預り金 7,176 7,570

賞与引当金 210,056 202,933

役員賞与引当金 93,327 82,825

その他 1,126 78,168

流動負債合計 1,237,755 1,119,480

固定負債   

長期未払金 213,163 213,163

固定負債合計 213,163 213,163

負債合計 1,450,918 1,332,643

純資産の部   

株主資本   

資本金 455,330 455,330

資本剰余金   

資本準備金 418,223 418,223

資本剰余金合計 418,223 418,223

利益剰余金   

利益準備金 22,414 22,414

その他利益剰余金   

別途積立金 10,200,000 10,800,000

繰越利益剰余金 3,564,576 3,514,462

利益剰余金合計 13,786,991 14,336,877

自己株式 △112,713 △214,531

株主資本合計 14,547,831 14,995,899

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 4,855 5,883

評価・換算差額等合計 4,855 5,883

新株予約権 215,634 203,923

純資産合計 14,768,321 15,205,706

負債純資産合計 16,219,239 16,538,349
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②【損益計算書】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　2022年４月１日
　至　2023年３月31日)

当事業年度
(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

売上高 ※１ 8,231,611 ※１ 7,913,319

売上原価 ※１ 4,087,453 ※１ 3,843,715

売上総利益 4,144,158 4,069,603

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 2,490,885 ※１,※２ 2,477,592

営業利益 1,653,272 1,592,010

営業外収益   

受取利息 ※１ 962 ※１ 843

受取配当金 ※１ 149,807 ※１ 119,714

作業くず売却益 24,462 16,841

保険解約返戻金 12,390 -

その他 12,611 13,530

営業外収益合計 200,234 150,931

営業外費用   

賃貸費用 8,458 6,771

支払手数料 7 934

その他 44 0

営業外費用合計 8,510 7,707

経常利益 1,844,997 1,735,234

特別利益   

固定資産売却益 2,102 375

特別利益合計 2,102 375

特別損失   

固定資産除却損 322 3,000

投資有価証券評価損 24,289 -

特別損失合計 24,612 3,000

税引前当期純利益 1,822,487 1,732,610

法人税、住民税及び事業税 564,685 473,681

法人税等調整額 △73,913 2,345

法人税等合計 490,771 476,027

当期純利益 1,331,715 1,256,583
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

当事業年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  1,299,743 30.9 1,098,242 29.5

Ⅱ　労務費  713,767 17.0 700,256 18.8

Ⅲ　経費  2,189,504 52.1 1,927,258 51.7

（減価償却費）  (396,631) (9.4) (364,348) (9.8)

（外注加工費）  (1,484,620) (35.3) (1,293,613) (34.7)

当期総製造費用  4,203,015 100.0 3,725,757 100.0

期首仕掛品棚卸高  257,631  239,458  

期末仕掛品棚卸高  239,458  274,079  

他勘定振替高  -  20  

当期製品製造原価  4,221,189  3,691,115  

 
原価計算の方法

原価計算の方法は、製品別個別原価計算であり、期中は予定単価を用い、原価差額は期末において製品、仕掛品、売

上原価等に配賦しております。
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

       (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計
 別途積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 455,330 418,223 - 418,223 22,414 9,600,000 3,411,087 13,033,502

当期変動額         

別途積立金の積立      600,000 △600,000 -

剰余金の配当       △560,741 △560,741

当期純利益       1,331,715 1,331,715

自己株式の取得         

自己株式の処分   △17,485 △17,485     

自己株式処分差損の振替   17,485 17,485   △17,485 △17,485

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

        

当期変動額合計 - - - - - 600,000 153,489 753,489

当期末残高 455,330 418,223 - 418,223 22,414 10,200,000 3,564,576 13,786,991

 

       

 株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
 自己株式

株主資本
合計

その他有価
証券評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △200,791 13,706,263 3,532 3,532 215,634 13,925,431

当期変動額       

別途積立金の積立  -    -

剰余金の配当  △560,741    △560,741

当期純利益  1,331,715    1,331,715

自己株式の取得 △41 △41    △41

自己株式の処分 88,119 70,634    70,634

自己株式処分差損の振替  -    -

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

  1,322 1,322  1,322

当期変動額合計 88,078 841,567 1,322 1,322 - 842,890

当期末残高 △112,713 14,547,831 4,855 4,855 215,634 14,768,321
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当事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

       (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計
 別途積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 455,330 418,223 - 418,223 22,414 10,200,000 3,564,576 13,786,991

当期変動額         

別途積立金の積立      600,000 △600,000 -

剰余金の配当       △684,574 △684,574

当期純利益       1,256,583 1,256,583

自己株式の取得         

自己株式の処分   △22,122 △22,122     

自己株式処分差損の振替   22,122 22,122   △22,122 △22,122

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

        

当期変動額合計 - - - - - 600,000 △50,113 549,886

当期末残高 455,330 418,223 - 418,223 22,414 10,800,000 3,514,462 14,336,877

 

       

 株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
 自己株式

株主資本
合計

その他有価
証券評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △112,713 14,547,831 4,855 4,855 215,634 14,768,321

当期変動額       

別途積立金の積立  -    -

剰余金の配当  △684,574    △684,574

当期純利益  1,256,583    1,256,583

自己株式の取得 △199,938 △199,938    △199,938

自己株式の処分 98,119 75,996    75,996

自己株式処分差損の振替  -    -

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

  1,028 1,028 △11,711 △10,682

当期変動額合計 △101,818 448,067 1,028 1,028 △11,711 437,384

当期末残高 △214,531 14,995,899 5,883 5,883 203,923 15,205,706
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法
(1）有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式…移動平均法による原価法
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの…時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定）
市場価格のない株式等…移動平均法による原価法

(2）棚卸資産の評価基準及び評価方法
製品、原材料…移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算

定）
仕掛品………‥個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）
 

２．固定資産の減価償却の方法
(1）有形固定資産

定率法を採用しております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物

附属設備及び構築物については定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物　　　　　　　　　４～38年
構築物　　　　　　　　７～20年
機械及び装置　　　　　２～10年
車両運搬具　　　　　　４～６年
工具、器具及び備品　　２～20年

(2）無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

 
３．引当金の計上基準
(1）賞与引当金
　従業員賞与の支出に備えるため支給見込額のうち、当事業年度の負担額を計上しております。

(2）役員賞与引当金
 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当事業年度において予想される支給見込額に基づき、当事業年

度の負担額を計上しております。
 
４．収益及び費用の計上基準
　当社は主に完成した製品を顧客に供給することを履行義務としており、原則として製品の納入時点において支配が
顧客に移転して履行義務が充足されると判断していることから、当該時点において収益を認識しております。ただ
し、国内の販売においては、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合に
は、出荷時に収益を認識しております。
　また、収益は顧客との契約において約束された対価から、値引き等を控除した金額で測定しております。

 

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項
(1）退職給付に係る会計処理の方法

当社は、確定拠出年金制度を採用しております。確定拠出年金制度の退職給付に係る費用は、拠出時に費用とし
て認識しております。
 

（貸借対照表関係）

※１　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

 
前事業年度

（2023年３月31日）
当事業年度

（2024年３月31日）

短期金銭債権 215,879千円 230,654千円

長期金銭債権 9,738 －

短期金銭債務 124,907 96,939

 

（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引高

 
前事業年度

（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

当事業年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

営業取引による取引高
売上高
営業費用

 
2,504,261千円
1,059,806

 
2,433,454千円
954,282

営業取引以外の取引高 149,695 119,854

 
※２　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度15％、当事業年度15％、一般管理費に属する費用のおおよそ

の割合は前事業年度85％、当事業年度85％であります。
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販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2022年４月１日
　　至　2023年３月31日）

当事業年度
（自　2023年４月１日

　　至　2024年３月31日）

役員報酬 217,551千円 228,042千円

給与 460,239 468,200

賞与引当金繰入額 95,382 89,157

退職給付費用 20,738 21,367

役員賞与引当金繰入額 93,327 82,825

減価償却費 48,772 51,560

研究開発費 422,507 410,623

 

（有価証券関係）

子会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は388,089千円、前事業年度の貸借対照表計上額は388,089千円）は、
市場価格がないため時価を記載しておりません。
 

 
（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2023年３月31日）
 

当事業年度
（2024年３月31日）

繰延税金資産    

未払事業税 18,285千円 13,535千円

賞与引当金 63,100  60,961

棚卸資産 138,970  131,620

未払費用 29,296  26,056

長期未払金 64,034  64,034

固定資産評価損否認 13,191  13,191

その他 98,966  114,100

繰延税金資産小計 425,845  423,499
評価性引当額 △13,191  △13,191

繰延税金資産合計 412,654  410,308
繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △2,084  △2,526

繰延税金負債合計 △2,084  △2,526
繰延税金資産の純額 410,569  407,781

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と
なった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（2023年３月31日）
 

当事業年度
（2024年３月31日）

法定実効税率 30.0  30.0
（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.0  △2.3

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △2.4  △2.1

試験研究費等税額控除分 △2.5  △2.1

その他 △0.2  △0.7

税効果会計適用後の法人税等の負担率 26.9  27.5

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関係）」

に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：千円）

区分 資産の種類
当期首
残高

当　期
増加額

当　期
減少額

当　期
償却額

当期末
残高

減価償却
累計額

有形固定

資産
建物 3,817,760 25,228 3,350 125,328 3,839,639 1,661,912

構築物 145,219 － － 7,584 145,219 98,554

機械及び装置 5,939,391 80,881 103,277 303,310 5,916,995 4,985,575

車両運搬具 67,098 7,208 6,011 8,377 68,296 51,225

工具、器具及び備品 716,096 52,348 3,330 50,714 765,115 675,886

土地 706,238 － － － 706,238 －

建設仮勘定 347,065 239,422 85,598 － 500,889 －

有形固定資産計 11,738,869 405,090 201,567 495,314 11,942,392 7,473,153

無形固定

資産
ソフトウエア 296,079 8,071 － 8,279 304,151 283,553

ソフトウエア仮勘定 5,467 2,916 6,007 － 2,376 －

その他 2,111 － － 116 2,111 598

無形固定資産計 303,658 10,987 6,007 8,395 308,638 284,151

（注）１．当期首残高及び当期末残高については、取得価額により記載しております。
２．当期増減額のうち主なものは以下のとおりです。

（単位：千円）

建設仮勘定 増加額 仙台工場　生産設備 126,314

 

【引当金明細表】

（単位：千円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

賞与引当金 210,056 202,933 210,056 202,933

役員賞与引当金 93,327 82,825 93,327 82,825

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。
 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 毎年４月１日から翌年３月31日まで

定時株主総会 毎年６月

基準日 毎年３月31日

剰余金の配当の基準日
毎年９月30日

毎年３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 ───────

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による
公告ができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

https://www.ns-tool.com

株主に対する特典

毎年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対して、株式保有期間及び
所有株式数に応じてオリジナルクオカードを以下の基準により贈呈いたします。

保有年数 保有株式数 内容

３年以上 100株以上 オリジナルクオカード　2,000円分

（注）保有年数３年以上とは、株主名簿基準日（３月31日及び９月30日）の株主名簿
に、同一株主番号で７回以上連続して１単元（100株）以上の保有記録が記載又
は記録される状態を指します。

 
 (注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２号各号に掲げる権利、取得請求権付株式の取得を請

求する権利並びに株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利以外の
権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】
当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】
当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 (１）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書
 事業年度（第62期）（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）2023年６月23日関東財務局長に提出

（２）内部統制報告書及びその添付書類
2024年６月24日関東財務局長に提出

（３）四半期報告書及び確認書
（第63期第１四半期）（自　2023年４月１日　至　2023年６月30日）2023年８月９日関東財務局長に提出
（第63期第２四半期）（自　2023年７月１日　至　2023年９月30日）2023年11月10日関東財務局長に提出
（第63期第３四半期）（自　2023年10月１日　至　2023年12月31日）2024年２月９日関東財務局長に提出

（４）臨時報告書
2023年６月23日関東財務局長に提出
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく
臨時報告書であります。
2023年10月11日関東財務局長に提出
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書であります。

（５）自己株券買付状況報告書
報告期間（自　2023年８月１日　至　2023年８月31日）2023年９月５日関東財務局長に提出
報告期間（自　2023年９月１日　至　2023年９月30日）2023年10月４日関東財務局長に提出
報告期間（自　2023年10月１日　至　2023年10月31日）2023年11月６日関東財務局長に提出
報告期間（自　2023年11月１日　至　2023年11月30日）2023年12月５日関東財務局長に提出
報告期間（自　2023年12月１日　至　2023年12月31日）2024年１月10日関東財務局長に提出
報告期間（自　2024年１月１日　至　2024年１月31日）2024年２月５日関東財務局長に提出
報告期間（自　2024年２月１日　至　2024年２月29日）2024年３月５日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

 2024年６月24日

日進工具株式会社  

 

 取締役会　御中   

 

 監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

 東京都中央区

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 宮之原　大輔

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 三浦　英樹

 

＜連結財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日進工具株式会社の2023年４月１日から2024年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸

表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日進

工具株式会社及び連結子会社の2024年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果

たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要

であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形

成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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売上高の期間帰属

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

会社及び連結子会社は、切削工具「エンドミル」の製

造・販売を中心に事業を行っており、当連結会計年度の連

結売上高は9,040,349千円である。

【注記事項】（連結財務諸表作成のための基本となる重

要な事項）４会計方針に関する事項（５）重要な収益及び

費用の計上基準に記載のとおり、会社は主に完成した製品

を顧客に供給することを履行義務としており、原則として

製品の納入時点において支配が顧客に移転して履行義務が

充足されると判断していることから、当該時点において収

益を認識している。ただし、国内の販売においては、出荷

時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が

通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識してい

る。

会社の販売先の多くが代理店であり、代理店がその先

のユーザーに販売するという商流になっている。これに

より、限定された代理店への販売が売上高の中心となっ

ている。

当該事業の特性から、売上高の期間帰属について潜在的

なリスクが存在するため、当監査法人は売上高の期間帰属

について、「監査上の主要な検討事項」に該当すると判断

した。

当監査法人は、売上高の期間帰属を検討するため、主

に以下の監査手続を実施した。

(1)内部統制の評価

収益認識に係る業務プロセスに関する内部統制、特に、

製品の出荷又は納入の事実をもって売上高を計上する仕

組み及びその承認行為について、整備状況及び運用状況

の有効性を評価した。

(2)売上高の期間帰属についての検討

・取締役会議事録を閲覧するとともに、主要な取引先の

取引条件等について変更の有無を確認した。

・売上高について、予算実績比較及び主要な代理店別前

期比較等の分析的手続を実施した。

・売上高のうち期末日前一定期間の取引を抽出し、発注

書及び送り状等の関連する証憑と突合した。

・期末日後一定期間の売上リストを閲覧し、代理店との

取引について重要な返品取引の有無を検討した。

・主要な代理店に対する売上債権の期末残高について、

残高確認及び期末日後の入金確認を実施した。

 

その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その

他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記

載内容に対して意見を表明するものではない。

連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよ

うな重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論

付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい

ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる取

引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入

手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見

に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断した事

項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止され

ている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると

合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜内部統制監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日進工具株式会社の2024年３

月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

当監査法人は、日進工具株式会社が2024年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部

統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告

に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適

切な監査証拠を入手したと判断している。

 

内部統制報告書に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

監査等委員会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。
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内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについ

て合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適

用される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部

統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人

は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任

を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識別した

内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項について報

告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

＜報酬関連情報＞

当監査法人に対する、当連結会計年度の会社及び子会社の監査証明業務に基づく報酬及び非監査業務に基づく報酬の額

は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等(３)【監査の状況】に記載されている。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　　上

 

 （注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 

 2024年６月24日

日進工具株式会社  

 

 取締役会　御中   

 

 監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

 東京都中央区

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 宮之原　大輔

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 三浦　英樹

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日進工具株式会社の2023年４月１日から2024年３月31日までの第63期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日進工具

株式会社の2024年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点において適

正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であると

判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対

応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

当監査法人は、監査報告書において報告すべき監査上の主要な検討事項はないと判断している。

 

売上高の期間帰属

連結財務諸表の監査報告書に記載されている監査上の主要な検討事項（売上高の期間帰属）と同一内容であるため、記

載を省略している。

 

その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その

他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見

を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう

かとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象

を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項を監査

上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されている場

合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合理的に

見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜報酬関連情報＞

報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

　以　　上

 

 （注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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